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議 事 日 程 第 ４ 号

令和２年９月２日（水） 開議 午前10時

日 程

第１ 一般質問

（質問の順序）

１ 三 角 真 弓 議員

２ 松 﨑 辰 義 議員

３ 栗 原 吉 平 議員

４ 高 橋 信 広 議員

━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

本 日 の 会 議 に 付 し た 事 件

第１ 一般質問

━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

午前10時 開議

○議長（角田恵一君）

おはようございます。本日の一般質問よろしくお願い申し上げます。

お知らせいたします。三角真弓議員、松﨑辰義議員、高橋信広議員要求の資料をタブレッ

トに配信しております。

また、田中議員、寺尾議員からの欠席届を受理しております。

ただいまの出席議員数が定足数に達しておりますので、本日の会議は成立いたしました。

直ちに本日の会議を開きます。

議事日程につきましては、会議規則第19条ただし書の規定によりタブレットに配信してお

りますので、御了承願います。

日程第１ 一般質問

○議長（角田恵一君）

日程第１．一般質問を行います。

順次質問を許します。16番三角真弓議員の質問を許します。

○16番（三角真弓君）

皆様おはようございます。今日は早くより傍聴の方がお見えになっております。本当にあ

りがとうございます。公明党の三角真弓でございます。一般質問も最終日となりました。最

後までの御静聴よろしくお願いいたします。

では、さきの通告に従いまして、一般質問を行ってまいります。

初めに、社会福祉法改正による本市の包括支援についてであります。
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さきの通常国会で社会福祉法の一括改正が成立いたしました。日本の福祉制度は1980年代

後半以降、高齢、障がい、子どもなど、属性別、対象者別に制度が整備されてきました。一

方、昨今は人口減少など、社会構造の変化に加え、個人の価値観の変化、従来の血縁、地縁、

社縁の希薄化などによる、いわゆる8050問題や社会的孤立、介護と育児を同時に担うダブル

ケア、就職氷河期世代や引きこもり問題など、制度、分野を超えた複合的な課題が浮かび上

がってきています。

今回のコロナ禍によって、さらに既存の制度だけでは対応できない事例が増えてきていま

す。今後、本市がどのように取り組まれていかれるのか、その計画をお尋ねいたします。

次に、令和２年７月豪雨災害についてであります。

コロナ禍による３密への配慮をした避難所での課題はどのような点であり、その改善策に

ついては。

また、昨今の温暖化による異常気象での想定のつかない土砂災害や河川の氾濫、洪水等で

の災害に今後どのように対応していかれるのか、お尋ねをいたします。

最後に、第５次八女市総合計画の進捗状況についてであります。

平成23年度から平成32年度までの10年間を基本構想とする第４次八女市総合計画の後期の

基本計画も明年３月で終了いたします。３つの基本理念を掲げ、将来都市像を「ふるさとの

恵みを生かし 安心して心ゆたかに暮らせる交流都市八女」と定められました。その間、平

成24年度の九州北部豪雨災害、少子・高齢化による人口減少、近くはコロナ禍による生活様

式の一変という時代の変遷に基本計画への取組も大変に苦慮されてきたことと存じます。令

和３年度より施行されます第５次八女市総合計画が第４次八女市総合計画への検証の結果が

どのように反映されるのか、また、国連サミットにおいて我々の世界を変革する持続可能な

開発のための2030アジェンダ提案内容が採択され、17のゴール（意欲目標）と169のター

ゲット（行動目標）から成るＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）が2015年に国連で採択されま

した。国連加盟193か国が2016年から2030年の15年間で達成するために掲げた目標でありま

す。貧困や飢餓の撲滅、健康と福祉の増進、教育の拡充、ジェンダー平等の実現などの課題

解決に取り組む国際的目標であります。ＳＤＧｓは持続可能な社会構築のための目標とされ、

その理念、枠組みを自治体、行政に導入することができれば、活性化に向けた自治体、行政

のパラダイムシフト、社会全体の価値観などが革命的に変化する──をもたらすことになる

と言われています。第５次八女市総合計画策定において、その基本計画にＳＤＧｓの理念を

取り組む考えはあるのかをお尋ねいたします。

あとは質問席にて順次質問させていただきます。明確なる答弁をよろしくお願いいたしま

す。

○市長（三田村統之君）
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改めまして、おはようございます。本日の一般質問どうぞよろしくお願い申し上げます。

まず、三角真弓議員の一般質問にお答えをいたします。

社会福祉法改正による包括支援についてでございます。

コロナ禍で見えてきた生活支援の現状はどうかということでございます。

コロナ禍の中で市民生活は一変し、国、県及び市から個人家計への支援や事業者などへの

事業継続のための支援など、様々な支援を行っております。

個人向けの生活相談や各種給付、貸付け、各種使用料等の減免など多種の支援がある中、

福祉課では生活困窮者の相談支援や家賃補助を行う住居確保給付金給付事業の実施、また、

社会福祉協議会では生活資金の貸付けやフードバンク事業の実施などの支援を行っており、

その利用者は例年に増して多い状況にあります。

次に、複合的な課題への取組への具体策はというお尋ねでございます。

令和３年４月に施行される社会福祉法の改正では、地域住民が抱える課題が複雑かつ複合

化する中、従来の支援体制での課題を見直し、相談支援、参加支援、地域づくりに向けた支

援を一体的に取り組む重層的支援体制整備事業が新設されることとなり、高齢者や障がい者、

子育て世帯、生活困窮者といった属性を超え、一体的に支援する体制の構築が掲げられてい

ます。

八女市におきましては、平成30年度の社会福祉法改正に盛り込まれた地域共生社会の実現

に向けた包括的支援体制構築事業をモデル的にいち早く取り組み、八女市社会福祉協議会と

連携して、属性を超えた相談を受け止めるために相談支援包括化推進員を配置するなどの相

談支援体制の強化、充実を図っているところであります。

次に、令和２年７月豪雨災害の検証はという御質問でございます。

避難所の在り方の課題と改善策はということでございます。

令和２年７月豪雨災害における避難所の在り方につきましては、国や県の指針に基づく避

難所開設・運営マニュアルを策定し、新型コロナウイルス感染症リスクに配慮した避難所を

開設しました。

今回の避難所開設について、行政区長の方々や避難所従事の市職員を通じて、避難所の状

況や避難者から寄せられた意見などを基に研修を行っております。

その中では、避難所数の増加や感染症対策配備品の整備、開設のタイミングなどについて

は一定評価が認められる一方で、避難施設の環境整備や備蓄品に関すること、災害が長期化

した場合の従事者の在り方など、改善すべき点も明らかになっております。今後、検証結果

を踏まえ、避難所運営の充実に努めてまいります。

次に、土砂災害や河川による氾濫、洪水などの現状と今後の対策はというお尋ねでござい

ます。
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令和２年７月豪雨により、市内全域におきまして土砂災害による道路の通行不能や河川増

水による氾濫や浸水被害が発生しました。

土砂災害につきまして、八女市内には中山間地を中心に1,700か所の土砂災害警戒区域が

ありますが、危険度の高い箇所から県において整備を進めてもらっている状況です。

また、市管理河川による氾濫や洪水につきまして、中山間地における護岸などの整備や市

内におけるしゅんせつなどで対応しております。あわせて、市管理河川が流れ込む県管理河

川の整備についての要望を行っておりますが、さらなる整備促進について要望してまいりま

す。

次に、第５次八女市総合計画策定の進捗状況についてという御質問でございます。

まず、第４次総合計画の検証（現在まで）をどのように反映するのかというお尋ねでござ

います。

第５次八女市総合計画の策定に当たっては、現行の第４次八女市総合計画の達成状況など

を把握し、施策の取組内容や進捗状況、社会情勢及び市民ニーズの変化などを踏まえた検証

を行うとともに、その検証結果を踏まえて、今後取り組むべき課題とその解決に向けた方向

性を明らかにし、第５次八女市総合計画での取組内容の検討を行ってまいります。

最後に、基本計画にＳＤＧｓの理念を取り組む考えはというお尋ねでございます。

人口減少、少子・高齢化に歯止めをかけ、誰もが安心して暮らせる持続可能なまちづくり

を推進していく上で、ＳＤＧｓの達成に向けた取組を推進することは極めて重要であると考

えております。

このため、第５次八女市総合計画の策定に当たって、国及び先進自治体におけるＳＤＧｓ

の取組状況などの調査、研究を行いながら、具体的な関連づけや位置づけについて検討して

まいります。

以上、御答弁申し上げます。

○16番（三角真弓君）

最初に、社会福祉法改正による包括支援についてお尋ねをいたします。

今回のコロナ禍で見えてきた成果、支援の現状はということでございますけれども、今回、

国が示しております社会福祉法の一括改正法は、地域共生社会の実現に向け、貧困や介護、

孤立などに対応する市町村の相談支援体制を強化するためであり、その理念は断らない相談

支援、伴走型支援、そして誰も置き去りにしない社会、これを目指した法の改正であります。

特に、この誰も置き去りにしない社会という構築は、最後の質問に提案させていただいてお

りますＳＤＧｓのキーワードであります。最後の質問のＳＤＧｓを質問の中に入れ込ませて

いただくこともあるかと思いますけれども、よろしくお願いしたいと思います。

今回、非常に生活が一変するようなコロナ禍が始まって約半年以上。１月に武漢で発生し
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て、もう９月になりました。この間、本当に市民の皆様の暮らしが見えるものもあれば、見

えないところで一変してきていると思っております。

今回、幾つか担当課に出していただいている資料は、その裏付けとなるものでございます。

最初に、福祉課のほうにお尋ねをいたします。

今回、皆様にも資料をタブレットに送信していると思いますけれども、特に、社会福祉協

議会が実施主体であります福祉資金の貸付けが令和元年の１年間で６件でありました。これ

が今回、４月１日から８月までの約５か月間で268件、約45倍に増えております。そして、

総合支援の資金貸付け、これも社会福祉協議会の実施主体でありますけれども、これが令和

元年度はゼロでしたけど、78件出ております。この生活困窮に対する相談というのは、コロ

ナ禍による収入減、労働の短縮や失業等により生活が本当に困窮に陥られた市民の方の相談

が増えたということの裏づけになっているのか、また、今後もこのような支援を必要とする

市民の方が増えていくのか、その点をお願いしたいと思います。

○福祉課長（栗山哲也君）

お答えいたします。

三角議員お尋ねの社会福祉協議会がやっております福祉資金貸付け及び総合支援資金貸付

けの件でございますが、数字で示しているとおり、かなりの数の相談があっております。あ

くまで相談件数ということでお尋ねでございましたので、相談件数でございますが、実際に

借りられた方についてはこの数字よりも当然少ない形になっています。具体的に申し上げま

すと、福祉資金の借受けをされた方が176……（「すみません、コロナ禍によるかどうかと

いうことだけでいいです」と呼ぶ者あり）コロナ禍による影響が十分にあるということで認

識しております。（「今後増えていくこと……」と呼ぶ者あり）毎月の統計をいただいてお

りますけれども、４月、５月が初めに伸びましたけれども、７月、８月については数件程度

しか伸びていませんので、今のところ、これで少し落ち着いているんじゃないかなというこ

とで認識しています。

以上です。

○16番（三角真弓君）

全国的にも四百五、六十の倒産した企業があると言われておりますけれども、まだコロナ

禍の完全なる終息もございませんし、経済がどこまで厳しい状況が続くのかというのは分か

りませんので、それは今から本当に気をつけて見ていただきたいと思っております。

それと、家庭児童相談室、子どもを中心とした相談件数ということを出していただいてお

りますけれども、これは八女市全体での相談件数の実件数で、昨年度ですけれども471件、

そして延べ件数が4,424件という数が出ております。黒木を中心とした東部に関しましては、

その中の98件で、延べ人数が1,062件ということになっております。
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よく新聞報道でもありますように、コロナ禍によって子どもに対する虐待件数が増えてき

ているということがございますけれども、この相談件数の中でも養護の相談が一番多いわけ

です。その中で、例えば、八女市全体を見て児童虐待件数が105件、その他の相談というの

が193件になっておりますけれども、このその他の相談というのはどういう内容になってい

るのか、まずそれをお尋ねしたいと思います。

○子育て支援課長（平島英敏君）

お答えいたします。

養護相談のうちのその他の相談でございます。具体的に申し上げますと、児童虐待に当た

らない、ネグレクトでありますとか、そのような相談件数ということで御理解いただきたい

と思います。よろしくお願いいたします。

○16番（三角真弓君）

ということは、児童虐待にいく傾向もあると見ていいかなと思っておりますし、かなりの

数が──延べ件数が約3,000件近く出ているということは非常に厳しい現状ではないかと

思っております。

現在、最初は八女市、本庁だけに家庭児童相談室があったんですけど、東部にも増やして

いただきたいという旨の要望も出した経過がありますけれども、今、黒木町に家庭児童相談

室の担当者がお一人いらっしゃいます。時々訪問はするんですけれども、西の八女、旧八女

と立花ですね、それ以外の東部を１人の家庭児童相談室の担当の方があれだけ広域を対応さ

れている。しかも、東部で1,000件、これは見えている数であって、隠れている数も中には

あるかもしれません。

そういう中で、担当部長にお尋ねしますけれども、今後、コロナ禍で保護者の失業とか

になったら、それが直接子どもへの虐待等にもつながるケースというのはあると思うんで

す。そういう中で、部課長をはじめ黒木の家児相の方に状況の把握に行かれたり、あるい

は──会計年度職員ということで配置をされてありますので、正職ではございません。そう

なってくると、これは個人的な見解ですけれども、やっぱりいろんな課題というのがなかな

か提案しにくい分もあるのではないかと。将来の子どもたち、一人でも置き去りにしてはな

らない子どもたちのためには、この家庭児童相談室の拡充が本当に必要だと思っております。

最終的には、総合的な、包括的な支援をしなくてはいけないということで今回提案してお

りますけれども、今、東部の家庭児童相談室は１人の方の対応で十分なのか、部長はどのよ

うにお考えでしょうか。

○健康福祉部長（松尾一秋君）

お答えいたします。

十分か不十分かという点で言えば、何というんですか、人間はたくさんいたほうが当然仕
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事はやれるだろうと思っています。しかしながら、全体的な自治体経営のことも考えて、ど

れだけそこに人を置けるのかということも当然考えているわけです。

今のところ、後の質問でもありますように、重層的な福祉体制をどうつくっていくのかと

いう議論になっていきますので、一つの担当が一つのことをやっていくということではいけ

ないだろうということで、今のところ、関係各課が連携を取りながらやっていくということ

で、もちろん、担当者は１人家児相に行っていただいていますけれども、当然黒木支所にお

る人間だとか、あるいは本庁にいる人間を含めて全体が関わっていくということで、決して

担当者を独りぼっちにすることはしないという体制でやっておりますので、２択で答えると

いうのは非常にお答えとしては難しいのかなと。ですので、しっかり支えていくということ

だけお答えをしておきたいと思っています。

以上です。

○16番（三角真弓君）

今、フードバンクも上陽町のほうに置かれておりまして、黒木担当の家庭児童相談室の方

が上陽に行かれて矢部に持っていったり、星野に持っていかれたりということをちょっと見

ておりますけれども、やっぱりコロナ禍によって、今後、子どもの貧困というのが非常に進

んでいくと言われております。2018年の実態で、これは現在もうちょっと進んでいるかなと

思うんですけれども、子どもの約７人に１人に当たる13.5％が貧困状態にあることが分かっ

ております。重要なのは市町村の役割であり、昨年改正されました子どもの貧困対策の推進

に関する法律では、都道府県の努力義務となっていた貧困対策の計画策定が市町村にも広げ

られた。さらに、11月には国の子供の貧困対策大綱が見直され、貧困の現状や施策の進み具

合を検証する指標が詳細に示された。子どもの貧困は表面化しにくいとされる。それだけに

住民に最も近い市町村がきめ細かい取組で実情を把握し、計画づくりに生かすことが求めら

れるということで新聞に載っていたんですけれども、まさしくそのとおりではないかなと

思っております。

せんだっての同僚議員の質問の中に、母子家庭、父子家庭を合わせて約600弱の世帯があ

るということは、八女市にとってひとり親世帯は決して少なくはないかなと改めて思ったと

ころです。ですから、そういう子どもたちへの徹底した取組、子どもたちをいかに守ってい

くのか、虐待を受けている子どもたち、それを発信することができない子どもたちもこの数

に上がっていないところであるのかなと思っております。

次に、高齢者問題でございますけれども、今回、在宅介護の数というのを資料として出し

ていただいておりますけれども、八女市は1,929人が在宅での介護ということで数が出てお

ります。各支所に設置されています高齢者の総合相談窓口として包括支援センターが設置を

されておりますけれども、そこの相談件数が合計で実件数で1,006件でございました。この
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間、そのような報告を厚生委員会で受けました。在宅介護者数が合計1,929名なんです。こ

れには要支援、要介護があって、包括支援センターは要支援を対象に相談を受けている方と

思っておりますけれども、今の全体の高齢者数、それと介護認定を受けていらっしゃらない

高齢者の数、そして介護認定を受けてもサービスを受けていない方、この３つの点が分かれ

ばお願いしたいと思います。

○介護長寿課長（橋本妙子君）

お答えいたします。

八女市の現在の65歳以上の介護保険の被保険者の数が約２万2,000人ぐらいになります。

その中で、要介護認定を受けてある方の率というのが大体18.7％、4,100人程度になります。

さらに、認定を受けてある中で介護保険のサービスの御利用をなさっている方が令和元年度

のデータによりますと、約８割の方がサービスの利用をなさっております。概算ですけれど

も、3,300人程度。3,300人から認定率を出しますと、被保険者のうちの18.7％が認定者約

4,100人、それからサービス利用者が3,300人というところで、未利用の方が概数で約820人

程度というところを見込んでおります。その中で、さらに概算ですけれども、認定を受けて

いない方が１万7,800人程度、ちょっとトータルで合わないかもしれませんけれども、そう

いうところを見込んでおります。

さらに、補足いたしますと、要介護認定を受けてある方の中で、病院への入院をなさって

いる方もいらっしゃいますので、そういう方が御使用になられていないという方もおられま

す。

以上でございます。

○16番（三角真弓君）

2025問題、2040問題と言われる時代に高齢者の数が本当に増えてくる。既に八女市はその

時点に達しているような気がいたします。１万7,800人程度の方がそういった支援を受けて

いなくて、しっかり頑張っていらっしゃる方が多いということはありがたいことですけれど

も、しかし、どういう課題を持ち、いつから認知症が発症するのか、そういうことを考えた

ときに各支所に配置されている包括支援センターの役割というのは非常に重要になってくる

と思っております。

それで、実件数の相談が1,006件というのは、私にとっては非常に少ない数ではないかと

思っています。高齢者虐待だったり、そこの中には8050問題と言われる、80歳の母親が50歳

の子どもを心配している、引きこもりの問題等々、目に見えないそういうものが隠されてい

る中にどう支援をしていくかということが今後特に重要になってくるかなと思っております。

その包括の在り方が数だけを見てはいけないと思っておりますけれども、今後、相談がどの

ような実態で行われ、そして特に今からは高齢者の方に各支所に出向いてもらうというより
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も、アウトリーチをするようなサービスが必要になってくると思っております。そういう中

で、今回、また災害のことは後で質問しますけど、台風９号、そして台風10号というすごい

台風が今、日本に接近をしております。本当に高齢者一人一人の暮らしを守るためには、日

頃そういった高齢者の把握をどこまでやられるのか、民生委員さんや区長さんたちだけでは

決して足りるものではなくて、せっかく委託し、配置された包括、特に、先ほど申しました

ように、家庭児童相談室もそうですけれども、今の時点では筑水会に委託をされています各

支所の包括支援センターということになれば、なかなかそういう政策に反映するようなこと

も、言いにくいようなことや困ったようなこともなかなか大変だと思いますけれども、今後、

常に本庁と支所との課題というのを一つのテーブルに置きながら、やはり来年から第８期の

介護保険が始まりますので、特に高齢者を抱えた支所の意見というのをどこまで反映してい

るのか、この点について日頃からの意見の交換というのがあっているのか、それをお尋ねい

たします。

○介護長寿課長（橋本妙子君）

お答えいたします。

日頃からの意見の交換という部分におきましては、包括支援センターにおきましては、本

庁を入れまして６か所に今配置をしておりますが、月１回、包括支援センターの管理者会と

いう会議を持っておりまして、その中で月々の相談内容ですとか活動内容、そういうものを

連携を取りながら本庁の統括の部門からのいろいろな、こういう形で実施してくださいとい

う連絡とか連携を取りながら、当然行っているところでございます。

○16番（三角真弓君）

では、今回、最初に私が申しました、今後、社会福祉法の改正によって複合的なそういう

制度をどのようにつくり上げていくのかという結論として、八女市としてどう取り組まれよ

うとされているのか、八女、立花を中心とした一つのそういう制度の立ち上げと東部を中心

とした制度の立ち上げをやっていかれるのか、具体的に今後どのように取組をしていかれる

のか、これを部長よろしいでしょうか。

○健康福祉部長（松尾一秋君）

お答えします。

今後どのように重層的な支援体制を構築していくのか、非常に重たい課題だなと思ってい

ます。平成29年に法改正が行われて、その後、速やかに試験的に取り組んでいこうというこ

とで、社協に委託をしながら、サポーター制度というのをやって、隙間のないような相談体

制をつくっていこうということで始めました。そのときに社協の各支所に相談窓口を置いて、

アウトリーチ型で相談をしていくということでやっていただくと。一方、地域包括支援セン

ター、高齢者の件については、これもまた旧町村ごとの支所に包括支援センターを置いて相
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談体制をつくっていく。

一方で、今後、東部に拠点をつくるか、つくらないか問題ということで、今回、人事異動

で保健師２名を先行して配置していく中でしっかりと拠点をつくる必要もあるのではないか

ということで、各支所でやるのか、東部に拠点をつくっていくのかということで、非常にど

ちらが効率的なのかということは考えています。

生活圏ごとに包括支援センターを置くべきではないかという議論もあって、そのようにつ

くっておりましたし、障がいだとか、介護だとか、子育てもそうですけれども、それぞれの

市民が関わり、団体が関わり、関係者が関わって協議会をつくって、その中でどうしていこ

うということをやっていますので、それらの人たちとの調整も図っていく必要があるという

ことで、とどまってはいけませんけれども、時間をかけながらしっかり議論をしていって、

今まで積み上げてきたものがございますので、そこで相談をしながらやっていく必要がある

だろうと思っています。

建設部門の第一整備室、第二整備室というのが今回の災害で非常に効果を発揮していると

いうこともございますので、それで東部、西部型でいけるのか、それとも、各支所ごとに置

くべきなのか、非常に重たい課題だと思っていますので、しっかりと今後議論をしていきた

いと思っています。

以上です。

○16番（三角真弓君）

本当に今、部長がおっしゃいましたけれども、高齢者の問題があるところには子どもさん

の問題があったり、引きこもりの問題があったり、生活困窮だったり、いろんな課題を抱え

ている、一つじゃないわけですね。ですから、やはりワンチームじゃないけれども、そう

いったものを私は個人の見解としては、やはり西側のほうと、特に１対３ぐらいの面積の違

いがありますので、どうしてもやっぱり東部は厳しくなっていきますし、今回、私も約10年

近く、そして厚生委員会からも、ぜひ本庁だけではなくて、東部に保健師を置いてください

ということで今年度から２人配置をされております。保健師が置かれた大きな行政としての

目的ですね、共生社会をつくっていくということでの保健師の配置だろうと思うんですけれ

ども、今、数か月たった中で、保健師を置いてよかったのか、本庁一本でよかったのかとい

うことはまだまだ今からの検証でしょうけど、今の時点で東部に保健師を２名配置したとい

う結果が住民にとってプラスになっているのか、そこら辺の、特に保健師に関しましてはア

ウトリーチを中心とした高齢者の見守りということを私は個人的に思っておりますけど、そ

こら辺は課長、どのような現状なんでしょうか。

○健康福祉部長（松尾一秋君）

保健師の関係は健康推進課も含めてですね──健康推進課のほうが担当課長なのかなとい
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うことで、代わって私のほうがお答えしますけれども、今の段階では保健師がいわゆる健康

推進部門だけではなくて、様々な分野に連携を取るという橋渡しをしていただいています。

私がここで人事評価とかをするわけではございませんけれども、非常に課を超えたネット

ワークを十分に発揮していただいているということだけは言えるのではないかと思いますの

で、お伝えしておきます。

以上です。

○16番（三角真弓君）

断らない相談支援とか伴走型支援というのは、常に寄り添いながら、例えば、子どものこ

とにしましても、18歳まではある程度行政が対応できても、それから先、ちょっとしたこと

で引きこもったり、そういう子どもたちに対しても伴走的に支援していくということが今後

は特に大事になってくるかなと思っております。

静岡市では、生活困窮者の自立支援に対して静岡方式というのが使われております。これ

は市民によるネットワークや相互扶助の社会をつくる、支援の生態系をつくるという大きな

ポイントを持ちながら、やはりさっき部長もちょっとおっしゃいましたけど、行政だけでは

なくて、地域を巻き込みながらそういった支援づくりをやっていかないと、今の現状では厳

しいかなと思っておりますので、そういった静岡方式等も今後検討されながら、ぜひ誰も置

き去りにしないという支援の立ち上げに尽力していただきたいということを要望したいと思

います。

次に、令和２年７月豪雨災害の検証はということで、先ほど市長のほうから答弁がござい

ました。避難所でのいろんな課題というのが見えてきて、それに対してはすぐに対応しても

らっていると思うんですけれども、今回、先ほど申しましたように、台風が近くになってお

ります。平成24年の北部豪雨災害の後に検証されて、2018年、2019年、そして今年ですね、

いろんな災害というのは毎年起こってきますし、今後もこの温暖化の中で災害が起こってく

ることは間違いないと思っております。

まず、お聞きしたいのは、八女市の全避難所を部長とか副市長は全部回っていただいたこ

とがあるでしょうか。実態を見ていただきたいんですけど。

○総務部長（原 亮一君）

お答えさせていただきます。

市のほうが運営します指定避難所、それから、今回はコロナ対策で臨時避難所ということ

で46か所については市のほうが必要時に運営するという施設でございますけど、それについ

ては今の立場で全て回ったかというと、回っていませんが、いろんな私の職員の経験を踏ま

えたところでいえば、その施設については把握をしているところでございます。

以上でございます。
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○16番（三角真弓君）

梅雨明けになり、今まで日にちが結構たっておりますけど、全ての避難所を回り、そこの

地域の区長さんや民生委員さんたちと話してどこがどうなのか、どこが大変なのかというこ

とをやっぱり現場に行って把握していただくということがなぜされないのかというのが本当

に私的には残念なんです。

では、災害のとき──2021年から運用されますけれども、来年度からは避難勧告は廃止し

て避難指示一本になるわけですね。今回の台風のときはまだ避難勧告という言葉が使われま

すので、気をつけなくちゃならないんですけど、それほど国は今の災害を厳しく見ておりま

す。でしたら、職員の方が行かれて、本当に住民の皆さんがこの場所でいいのかというのは

現場に行かなければ絶対分からないんですね。そういうことをなぜされないのか。フードバ

ンクやほっと館やめが今、上陽にあります。その関係で、私は上陽の社協を回ったんですね。

今年の災害時にやはり住民の方、区長をはじめ民生委員さん、社協の職員さんがおっしゃっ

ていましたが、平成24年度豪雨災害で上陽もひどかったんですけど、やっぱり高齢者の方で、

自分はここで死んだってよかけん動かんとかですね。例えば、災害の前からこの方は娘さん、

息子さんのところに避難しておくとか、誰か人間関係ができた人が連れ出すとか、本当に地

域の皆さんの協力がなければ、やはり避難をさせることは難しいということと、帰るわけに

いかなかったので、宿泊しましたということだったんですけれども、そういうことを考えた

とき、災害が今からでも起こるであろうときに本庁や各支所に部長、副市長をはじめ配属さ

れ、例えば、各支所に職員が配置されて、やはり宿泊もされて市民を見守っていただいてお

りますけど、長期的になれば、そういう職員の健康状態も本当に大変かと思うんですね。そ

ういったことも含めて、今後、各支所へ部長とか副市長、そういったトップの方たちがやっ

ぱり厳しい避難所に関しては配置をしていただきたいと思っていますけど、これは担当副市

長はどのように思われますでしょうか。

○副市長（松﨑賢明君）

各支所でやっております、先ほど部長が答弁しましたように、八女市が設定しております

指定避難所、今回、新たに追加しました臨時避難所を合わせて46か所につきましては、それ

ぞれの支所の中でしっかり見ていただいております。そういった情報については月２回、支

所長会議を私のほうでやらせていただいておりますので、そこから情報を得ながら改善点と

か、どこが不足するのか、住民の方の御意見とかに対応するようにしっかり議論しながら、

避難所設置については行っているところであります。

○総務部長（原 亮一君）

先ほど避難所の関係でございますけれども、さっき言いました指定避難所、臨時避難所等

につきましては、毎年度、各支所も含めたところで地元の区長さんたちとこの施設でいくの
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かという話は常にしておりますので、施設の状況等については、そういった意味では把握し

ておりますので、よろしくお願いします。

○16番（三角真弓君）

結局、今後、本当に温暖化が──今からの災害というのは想定外ということですから、あ

えてそれを申しているわけですね。そして、特に避難所は３つの密という、今回はコロナも

ありましたので、そういうことを考えたときに、やっぱり市職員自らが現場に足を運んでい

ただきたいということをお願いして、これは検討していただきたいと思っております。

そして、全国的には、今回、14基の中で４基が必要以上の水を下流に放流したということ

で、ダムの問題も今注目をされております。矢部村には日向神ダムもございますので、そう

いうことも含めたとき、どうしても東部のほうが災害の頻度的には、今回の災害による被害

の報告を見ましても、件数は八女と立花、西で305件、東部で451件ですね。しかし、金額が

西のほうが19億円、東のほうが48億円、１対2.5の割合でやっぱりどうしても東部に関しま

して災害がひどく出ているということは金額を見て改めて思ったところでございます。

それで、今後の災害において、１つは先ほど市長が答弁で言われましたように、土砂災害

が1,700か所と言われるところにあるという中で、今は線状降水帯がどこに停滞し、80ミリ

以上の雨をどの時間降らせるかによって、どこでどのような災害が起こるか分からないとい

うことを言われておりますけれども、土砂災害ともなれば、やはり森林問題ですね。特に、

この間から担当課長ともいろいろお話をしましたけれども、ＣＯ２の吸収率が高いのは10年

から40年たった木であるということと、あと50年以上たった木はそれが低下していくという

ことですけれども、今後の森林の保全にしましても、八女市は六十数％の森林の面積があり

ますので、八女市にとっては森林をいかに守っていくのか、また、今後人口が10年、20年先、

５万人、４万人、３万人と減っていくわけですね。そういう中で、林業従事者がどこまで

残っていかれるのか。今回、市の意向調査として、国が出している環境譲与税によって私有

林を持った方が今からおたくはどうしますかということを約五、六年かけて調査をされると

いうことですけど、天然更新といっても木を切った後に植栽を行わず、自然に落下した種子

から樹木が育成をしていくという、そういう自然林が意外と根を張って、そういう土砂災害

には強いとも言われておりますので、担当副市長にお尋ねしますけれども、今後、このよう

ないつ何どき起こるか分からない土砂災害に対して、これは10年、20年先を見据えたものと

して森林の将来的な管理ですね、これが土砂災害を引き起こす大きな原因になってきますの

で、そういうことに対して、副市長の見解をお願いしたいと思います。

○副市長（鎌田久義君）

森林環境の関係でございますけれども、県の森林環境税が10年経過して、再度また進めて

いただいております。それに改めまして、国の環境税がまた進めてまいっております。だか
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ら、そういった国と県の対応の仕方、対処の仕方ですね、どんなふうに補助を分けていくか

ということで、基本的には木材関係の森林保全、これについては間伐とか、そういったもの

については国のほうで、県のほうで足らない部分は市のほうで補充しております。ただ、今

から進めていく中では、災害の問題で、森林だけじゃなくて、竹林が非常に災害に弱い。だ

から、そういった面を含めまして、県の環境税では対象になっていないというものが今度国

のほうで竹林対策が対象になっていると。そういったものを十分に活用して、この災害をど

んなふうに少なくしていくか。

先ほど市長答弁にもございましたけれども、そういった県のハード面の、地滑りとか、い

ろんなそういったもろもろについては危険度がある分野から進めてもらっています。これが

やっぱり長期間にかかってきます。だから、そういった面も含めて、ハード面とソフト面、

これをうまく活用しながら、災害対策も当然進めていく。ただ、河川が県としても──底が

土砂で埋まってしまって、このしゅんせつをどうにかしていかなければならないというのが

私どもが来てから、相当前から要望しております。これがやっと２分の１ぐらい補助がつく

ようになりましたので、市の河川、県の河川、国の河川、しゅんせつを進めていってもらわ

ないと、なかなか浅くて冠水する。そういうものも含めて、やっぱり上流と下流域をうまく

していくためには、それぞれの対策を施していかなければならないと思っているところでご

ざいます。

以上でございます。

○16番（三角真弓君）

国のほうでは、防災・減災・国土強靱化、この計画が本年度で終わるということですけど、

このような災害が全国的に起こっていますので、これが延長されると伺っております。

中山間地は土砂災害ですけど、特に旧八女市においては冠水のあるところで、福島小・中

学校の周りのそういった地域だったり、私は長峰に住んでおりますけれども、せんだって長

峰の吉田交差点の改良に対して国土交通省のほうからお見えになっての説明がございました。

１点だけ部長にもう一回確認ですけれども、今回、長峰の場合は吉田交差点の下の大きな川

の流れをよくすることによって、今まで本当に長い間、私が市会議員になる前からの地域の

悲願でありましたけれども、これが下流にいく、地区で言えば岩崎のほうですね。せんだっ

て、部長はそこも含めた上での今回の吉田交差点の改良。ですから、旧八女市の中でもそう

いったところはやっぱり急いでしていく。今回の災害があった中でも、せんだっての同僚議

員の一般質問の中で、今ずっと毎年400件ぐらい区長さんたちが出してある要望に対しても

遅らせないようにやりますという答弁がありましたけれども、今回の吉田交差点の改良に関

しましては、下流である岩崎のほうも床上浸水とかになりやすいところなんです。どうして

も山の井川関係のそういったこと、花宗とかいうところは本当に川の氾濫は非常に難しくて、
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下流から工事は行わなくちゃならないとは聞いておりますけれども、吉田交差点に関しまし

て、その事業は下流である岩崎のほうも計画に入れていますとお伺いしましたけど、その点、

もう一回確認をお願いしたいと思います。

○議長（角田恵一君）

三角議員に申し上げます。

災害関連ではございますけれども、具体的な部分が通告にあっておりますので、その辺を

含めて、担当部長は簡潔に答弁をお願いします。

○建設経済部長（山口英二君）

お答えいたします。

３号線の吉田交差点の改良につきましては、国のほうの事業で行ってもらっております。

当然市とずっと協議を詰めておりますので、河川がそこから岩崎のほうに流れていって、最

終的に山の井川に流れ込みますけれども、その部分につきましては市のほうで発注をいたし

まして、流量の計算なり断面の確保ができるということで併せて整備を進める方向で今進め

ておるところでございます。

以上でございます。

○16番（三角真弓君）

最後に、第４次総合計画の検証ですけれども、昨日も同僚議員のほうから買物支援の質問

が出ておりましたけれども、これは第４次総合計画があってから毎年アンケートで検証して

いく中で、交通網形成計画、要するに非常にデマンドバス、乗合タクシーは全国からいろん

な視察に見えるほどすばらしいものができておりますけれども、高齢化が進み、それを利用

できなくなった方が年々増えていく中で、買物弱者の方ということでの昨日の同僚議員の質

問だったのかなと思っております。

コロナ禍によって、特に地域の路線バスに至っては９割近くが赤字を出しているというこ

とです。今後、国はそういう交通網の形成計画に関しましては自治体の関与を強めるという

ことで関連法が改正になっております。自家用……

○議長（角田恵一君）

三角議員に申し上げますけど、総合計画の中での具体的な部分は全て一般質問になるわけ

ですか。

○16番（三角真弓君）続

そうです。総合計画の中にも生活者のそういう交通の手段ということに対して……

○議長（角田恵一君）

できれば、この通告に基づいた総合計画という部分の考え方のところでお願いしたいと思

いますが。
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○16番（三角真弓君）続

分かりました。じゃ、ちょっと角度を変えます。

そしたら、毎年検証する中で、今までこういう交通手段ということに対してはいろんな要

望があってきたと思うんですね。その間、これは何度も何度も私も質問してきましたけれど

も、今後、具体的な改善がなければ、東部の高齢者の生活、ましてや、今からどんどん人口

が──特に国では昨年度から50万人という過去最高の減少です。八女市も調べましたら、昨

年は940人が亡くなっております。それほど人口が今減っている中で、第４次総合計画の検

証の一つとしての、公共交通網計画だけではないと思うんですけど──私が言いたいのは、

毎年毎年検証される中で、これは大事だ、これは急がなくてはならないということで、もち

ろん、いろんな面で市長は御尽力してあるところもあると思うんですけれども、どうしても

今後、特に皆さんの生活に直接関わっていくようなこと、こういったことを第５次総合計画

の中に反映していただきたいと、これは要望で終わります。

最後になりますけれども、私が今まで言ってきた提案の中には、最初に言いましたＳＤＧｓ

ですね、これは17の意欲目標というのがある中で、貧困をなくそう、飢餓をゼロに、気候変

動に具体的な対策を、そして海の豊かさを守ろうということが今まで言った中に入っている

のかなと思っております。

このコロナという感染症は、今までの歴史の中において、ある面ではしばしば時代を画す

る原動力となってきております。例えば、皆さん御承知であると思いますけれども、100年

前のスペイン風邪は国民皆保険制度の導入につながり、14世紀のペスト禍では教会の権威が

失落、ルネッサンスが開花したと言われております。今、世界を脅かすコロナ禍は何を人類

への教訓とすると思われるかということでございます。

私は今回の質問の中で、ＳＤＧｓの17項目の中で１つだけ市長のほうに最後に御提案をさ

せていただきたいと思っておりますけれども、住み続けられるまちづくりをということもこ

のＳＤＧｓの17項目の中に入っております。今、急ピッチで日本の人口は減少しております。

今後──これは朝日新聞に載っておりましたけれども、この10年間で3,197の集落が消滅を

すると言われております。その中で、若い人の働き口も買物の場もない、今いる人が穏やか

に暮らすことを考えたほうがいいということを提案している方もいらっしゃいます。人口増

は目指せないということです。確かにこれは八女市だけではありませんけれども、そうなっ

たときに──市長にお尋ねをいたしますけれども、今後、市民の皆様が本当に住み続けたい

と思うようなまちづくりですね、こういうことに対しての市長の見解を伺いたいと思います。

○市長（三田村統之君）

お答えします。

今日的課題、そしてまた、将来に向けた課題についていろいろ御質問をいただいて、大変
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ありがたく思っておりますが、いずれにしても、今、議員おっしゃったように、現時点でい

かに若い方々がこのふるさとに残って生涯を送る、そういう意識を持った子どもたちをどう

育てていくのか。先日の質問にも答えましたけれども、じゃ、八女市を離れて仕事をしてい

る若い方々が帰ってきて、ふるさとで仕事ができるような環境づくり、これは非常に大きい

課題でございます。そのためには、やはり市民皆さん方が力を合わせて、このふるさとのよ

さをお互いに生かしながら、そして地域との絆、市民同士の絆、こういうものをきちっと育

てながら、いいまち、高い評価をいただけるような、人口減少はあっても、そこに住む人た

ちの幸せ、そして子どもたちは地域に残ろうという環境づくりをすることがＳＤＧｓの大き

な一つの課題だろうと思います。

したがって、私どもは先ほど災害の問題も避難所の問題も議員から御指摘をいただきまし

た。これも決して、議員は御理解をいただいていると思いますけれども、やっぱり避難所だ

けではできない。じゃ、高齢者の皆さんや障がい者の皆さん方の命をどう守ることができる

のか、それはやはり──地域に防災組織とかを今つくっていただいております。それから、

民生児童委員の皆さん、行政区長の皆さんもいらっしゃいます。やっぱり地域が一つの絆を

しっかり持って対応していく意識を高めていく、このことが我々、そして議会の皆さん方に

お願いしなければならない課題だろうと思いますので、そういう面では今極めて重要な時期

に来ているんだろうと私は思っております。

そういう面で、第５次総合計画は極めて重要な、そして議会の皆さん方の御意見も十分聞

きながら、市民の皆さん方の意見を拝聴しながら作成をして、それを確実に実現していく、

実施していく、こういうものに第５次総合計画はつくっていかなければいけない、その基本

はやはり市民のお互いの助け合い、環境づくり、こういうものが１つの基本になっていくの

ではないかと思っておりますので、今後十分第５次総合計画については慎重に皆さん方の御

意見を拝聴しながら、作成していきたいと思っております。

○16番（三角真弓君）

本当に今おっしゃるように課題は山積していますし、こういう新たな生活様式の中で、そ

して一人一人の命をどう守っていくのかということになると、やはりどうしても中山間地を

抱えた居住地や急峻と言われるような山を抱えた東部の生活、そして特に土砂災害区域に

なっているようなところの人たちの生活というのがやはり一番大事になってくるかなと思っ

ております。

それと、やはり未来を担う子どもたち、誰一人も置き去りにしない、物ではない心の豊か

さ、市長が第４次総合計画の中の基本理念としてそれを御提示していらっしゃいますので、

本当にそういう思いで第５次総合計画を作成していただきたいと思います。

では最後に、このＳＤＧｓの理念を第５次総合計画に盛り込まれて、それの中で将来の八



- 196 -

女市の理念としていただけるのかどうか、もう一度市長にお願いしたいと思います。

○市長（三田村統之君）

議員おっしゃるように、このＳＤＧｓの内容を十分勉強しながら、第５次総合計画にでき

るだけ盛り込んで、いい計画にしていきたいと思っております。また、議員各位からいろい

ろな御意見がございましたらお聞かせいただいて、参考にさせていただきたいと思っており

ます。

○16番（三角真弓君）

ＳＤＧｓと言われても、なかなかこの言葉自体が市民の皆様はじめ職員の方々、議員、ま

だまだ意識的には低いと思うんですね。そういう中で、職員の方々もそういった意識で、そ

の政策もそういうことを常に考えながらつくっていっていただければなと思っております。

私も極力このバッジをつけるようにしておりますけれども、やはりお互い職員、そして市民

の方、私たち議員、本当に３者一体となって今後の八女市づくりのために尽力していただき

たいということをお願い申し上げまして、質問を終わりたいと思います。ありがとうござい

ました。

○議長（角田恵一君）

16番三角真弓議員の質問を終わります。

午前11時25分まで休憩いたします。

午前11時13分 休憩

午前11時25分 再開

○議長（角田恵一君）

休憩前に引き続き一般質問を再開いたします。

21番松﨑辰義議員の質問を許します。

○21番（松﨑辰義君）

皆さんお疲れさまです。日本共産党の松﨑辰義です。まずは７月の豪雨災害で被災された

皆さんに心よりお見舞いを申し上げますとともに、一日も早い復旧を願うばかりであります。

それでは、さきの通告に基づいて一般質問を行います。

最初に、学校教育についてであります。

コロナウイルスにより学校の一斉休校は長期にわたり、子どもたちに大きな影響を与えた

と思っています。この休校はどのような影響を与えたのか、またどのような対処をされてき

たのか、お願いをいたします。

コロナウイルスの発生当初は、若い人たちはかかりにくいなどの報道もありましたが、現

在では高齢者から子どもたち、赤ちゃんまで感染が広がり、猛威を振るっています。このコ

ロナウイルスから子どもたちの命を守り、学力を保障していくためにはどのような対策を進
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めていかれようとしているのか、お願いをいたします。

次に、災害対策についてであります。

近年では毎年のように大きな災害が発生し、多くの貴い命が奪われています。八女市にお

いても2012年の九州北部豪雨、昨年、そして先月の豪雨災害と、私たちの生活を脅かしてい

ます。今回の災害では幸いに犠牲者を出すこともなく済みましたが、避難所におけるコロナ

対策という新たな課題が生まれました。今回、八女市においては対策として指定避難所に加

え、臨時避難所を含め、46か所の避難所を設置、開設し、対策に取り組みました。初めての

取組であり、多くの御苦労に心から感謝を申し上げます。この避難所対策については、多く

の課題も見つかったのではないかと思っています。

そこでお伺いしますが、避難所対策の総括はなされたのでしょうか。また、対策の不十分

な点もあったかと思いますが、どのようにお考えでしょうか。これらを踏まえ、今後の対策

の方針をどのように考えておられるのか、お伺いをいたします。

次に、同和行政についてであります。

今年６月付で八女市人権・同和問題に対する市民意識調査が行われました。以前の一般質

問でこの意識調査の在り方、設問に対する問題点を指摘し、検討するとの答弁がなされたと

ころであります。今回の意識調査で検討、工夫されたところはどういうところでしょうか。

また、５年に１度ではありますが、長年やっておられて変わってきたものがあるのかどうか、

また推進されてきたものがあるのでしょうか。

最後に、今後の意識調査についてはどのように考えておられるのか、お伺いをいたします。

あとは質問席より順次質問を行いますので、明快な答弁をお願いいたします。

○市長（三田村統之君）

21番松﨑辰義議員の一般質問にお答えをいたします。

学校教育についてにつきましては、この後、教育長が答弁いたしますので、先に災害対策

について及び同和行政について答弁をいたします。

災害対策についてでございます。

避難所対策について総括はしたのかという御質問でございます。

令和２年７月豪雨災害における避難所の在り方につきましては、国や県の指針に基づく避

難所開設・運営マニュアルを策定し、新型コロナウイルス感染症リスクに配慮した避難所を

開設しました。今回の避難所開設について、行政区長の方々や避難所従事の市職員を通じて

避難所の状況や避難者から寄せられた意見などを基に、課題及び改善の方向について検証を

行っております。

対策の不十分な点についてはどのように考えているのかというお尋ねでございます。

行政区長の方々の御意見としては、避難所数の増加や感染症対策配備品の整備、開設のタ
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イミング等については一定の評価が認められる一方で、避難施設の環境整備や備蓄品に関す

ること、災害が長期化した場合の従事者の在り方など、改善すべき点も明らかになっており

ます。今後、このような課題について市として必要な改善を行い、整備、充実を図ってまい

ります。

今後の方針はどのように考えているのかというお尋ねでございます。

今回の７月豪雨災害における避難所の設営、従事等についての検証を生かし、今後は課題

解決を図り、避難所運営の充実に努めてまいります。また、自主防災組織や防災士など地域

防災力リーダーの協力を視野に入れながら避難所対応に当たりたいと考えております。

次に、同和行政についてでございます。

まず、今回の八女市人権問題に対する市民意識調査で工夫されたところはあるのかという

御質問でございます。

今回の調査では、公職選挙法が改正されたことに伴い、対象者をこれまでの20歳から18歳

以上としました。また、新たな設問として、平成28年に施行された障害者差別解消法、ヘイ

トスピーチ解消法及び部落差別解消推進法の３つの法律の設問と性的少数者の人権に関する

設問などを加えております。

なお、回答を得やすくするため、全体の設問数は増やさず、調査しているところです。

次に、意識調査は長年されているが、これによって変わってきたことや推進されてきたも

のはあるのかというお尋ねでございます。

人権問題に関する市民意識調査の結果は、総合行政としての人権施策を推進するため、八

女市人権施策基本指針に反映させるとともに、職員の人権研修はもとより、市が取り組んで

おります様々な市民啓発へ活用しております。

最後に、今後の調査についてはどのように考えているのかという御質問でございます。

人権問題に関する市民意識調査については、本市が取り組むべき人権・同和施策を推進し

ていく基礎資料を得るため、５年に１度実施しているものでございます。この意識調査につ

いては今後とも継続してまいりたいと考えております。

以上、御答弁申し上げます。

○教育長（橋本吉史君）

21番松﨑辰義議員の一般質問にお答えをいたします。

１、学校教育について、コロナウイルスによる一斉休校は子どもたちにどのような影響が

あり、どのように対処してきたのかとのお尋ねでございます。

一斉臨時休業の問題点としましては、学習内容の定着の違い、生活リズムの乱れ、児童生

徒のストレス等の問題があると考えております。これらの問題につきましては、小中学校の

各校長会との連絡を密に取り合い、協議を重ね、その都度、対応しているところです。
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次に、コロナウイルスから子どもたちの命を守り、学力を保障するためにどのような対策

を進めていくのかとのお尋ねです。

コロナウイルス感染症から子どもたちを守る取組としましては、国、県の通知に合わせて、

市として感染症の拡大を防止するためのチェックリスト等を発出しながら、各学校の感染拡

大防止対策の徹底を図っているところでございます。

また、学力を保障するための取組としましては、年間授業時数の確保、日常授業の質的充

実、ＩＣＴ機器の有効活用等の取組を進めております。

以上、御答弁申し上げます。

○21番（松﨑辰義君）

それでは、３月２日から全国小中学校の一斉休校が安倍首相の要請で始まり、５月下旬ま

で続きました。この長期にわたる休校において、子どもたちにどのような変化が起こったの

か。休校によって子どもたちへの悪影響があったのか。どうお考えなのか、今、答弁をいた

だきましたけれども、もうちょっと具体的にできればお答えをお願いしたいと思いますが、

いかがでしょうか。

○学校教育課長（郷田純一君）

では、お答えいたします。

具体的な問題点をという御質問です。

先ほど教育長答弁にありましたように、項目といたしましては学習内容の定着の違い、生

活リズムの乱れ、児童生徒のストレスという３点があるとお答えしておりますけれども、具

体的な例を申し上げますと、学習内容の定着の違いということにつきましては、どうしても

復習の時間とか、プリントをする時間とか、そういうのが長くなりまして、復習するのに飽

きが見られて、やる気が出らんとかというのを家庭の中で言っている児童生徒がいたりとか、

そういうのがございました。

生活リズムの乱れにつきましては、よく我々が伺っておりましたのは、昼夜の逆転現象が

一部の子どもたちの中にあったということとか、日中、部屋に、不要不急の外出を控えると

いうことでしたので、ずっと家にいるという機会が多かったものですから、ゲームばかりし

ているという御相談があったりとか、そういうのがございました。

児童生徒のストレスにつきましてですけれども、例えば、部活も当然中止になっておった

わけですけれども、日頃だったら部活で発散しているストレスが、なかなか発散する機会が

持てずにストレスがたまるということを伺ったりとか、逆に親子で過ごされる時間が長くな

りましたものですから、親子げんかの御相談とかというのもございました。

また、先ほどの生活リズムの乱れとも関わりがございますけれども、ずっと家の中に籠

もっている状況というのがございますものですから、それだけでストレスがたまるというお
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声を頂戴いたしております。

以上でございます。

○21番（松﨑辰義君）

ありがとうございます。よく分かりました。

実は今年３月４日、ユネスコは一斉休校の弊害というものについてホームページに公表し

ておりますが、これについては御存じでしょうか。

○学校教育課長（郷田純一君）

松﨑議員のほうから事前にお話を伺っておりますので、知ってはおります。

○21番（松﨑辰義君）

調べられたということですね。分かりました。

では、御存じということで、それは分かりましたが、実は９項目にわたってこれらの弊害

についてユネスコは指摘をしております。ですから、これらの問題というのを十分捉えなが

ら、本来、再開する時期というのをきちんと考えるべきだったんではないかなとは思ってお

ります。本当はこれらに留意して学校再開をさっき言いましたように急ぐべきだったろうと

思いますし、当時、八女市については全く感染者は出ておりませんでした。地域の状況、そ

ういうことも含めて、休校については慎重にすべきだったのではないかなと思うところです。

先ほど言われましたように、子どもの状態は学びの遅れと格差、これらについて独りの子

どもだけで学ぶというのは非常に無理があります。先生、友達とも会えない、話し合えない。

また、保護者が教えられるかどうかという問題があります。塾に行っているかどうか、ネッ

ト環境の有無など、これまでとは違う格差が生まれているのが今の現状だと思います。

もう一つは不安とストレスです。さっき課長が言われたとおりだと思います。初めての経

験ですから、本当にストレスが多かったんだと思っております。

これらの問題を解決するためには、やはり子どもたちの今の現状、気持ちに寄り添って今

後進めるということが一番大事だろうと思いますが、そういうストレスは当然あるというこ

とを認識されているわけですから、子どもたちにそれに対するアンケート調査を行いました

か。

○学校教育課長（郷田純一君）

お答えいたします。

心のケア等も含めまして、再開後すぐに心のアンケートというものを各学校で実施してお

ります。県からも様式を参考にしてくださいということでいただいておりますので、それを

各学校に合わせて工夫しながら項目を立てて実施して、まずは実態を把握し、その実態把握

に沿って対応をしてまいったということでございます。

○21番（松﨑辰義君）



- 201 -

きちんとやられているなと思いますし、実はこういうアンケート調査は国立成育医療研究

センターが「コロナ×こどもアンケート」ということで行っております。この中間報告とい

うのが今年５月12日に出ておりますが、八女市は八女市で当然されているわけですけれども、

全国的なものと八女市のそういうアンケートというのは結果は似通っているんじゃないかな

とは思っているわけです。

「こどもたちの困りごと」、こういうものについてアンケートが行われておりますが、１

位は「お友だちと会えない」、これが76％。２位が「学校に行けない」64％。特に上位とい

うのは、やはり子どもたちにとって学校と友達がいかに重要なものかというのがここで分か

るかと思います。３位が「外で遊べない」51％。４位、「勉強が心配」50％。「体を動かし

て遊べない」44％。

ほかに子どもたちの心への影響、「コロナのこと考えるとイヤだ」、これが39％。「さい

きん集中できない」35％。「すぐにイライラしてしまう」32％。「寝つけない・よる目が覚

める」というのが22％。「いやな夢・悪夢をよくみる」16％。「ひとりぼっちだと感じる」

13％。「自分や家族を傷つけてしまう」11％となっております。

最後にもう一つですが、「こどもたちが相談したいこと」、これが「コロナにかからない

方法」46％。「学校・勉強のこと」44％。「お友だちのこと」27％。「自分の体や心のこ

と」23％。「家族のこと」19％。本当に子どもたちは病んでいると思います。

こういうものをどう解決していくかということで、実はさきの国会で日本共産党の志位委

員長がこれらのアンケートを基に質問しております。心のケアをしっかり取り組む手厚い教

育が必要ではないか。子どもの実態から出発し、詰め込みでない、柔軟な教育が必要ではな

いかと。安倍首相はこれに対し、今までにない経験を積んだ子どもたちの気持ち、心に寄り

添いながらしっかりサポートしていくことが求められている。それに対応していきたいと

思っていると述べられております。

さらに、2015年２月23日の予算委員会で、安倍首相は少人数学級をさらに広げるために鋭

意努力をしていきたいと答えています。これを示しながら、今回の実態を踏まえて、少人数

学級の取組を加速させることが重要ではないか、必要ではないかということを求めておりま

すが、これに対し首相は、コロナという状況を受け止めて、どのように考えていくのか。コ

ロナを経験した上において、コロナ後を見据えてどう対処していくかということについては、

先ほど萩生田大臣から答弁をさせていただきましたと。まさに我々、そうしたことを踏まえ

て検討していきたい、こう思っておると。

萩生田大臣の答弁は、新しい時代を見据えた学校教育の実現に向けて、教育課程、教員免

許、教職員の配置、一体的に検討が行われており、これらの検討については今年度中には答

申をいただく予定ですと。加えて、今度コロナのことがありましたので、コロナ後の学校の
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在り方というものをしっかり検討してまいりたいと。

いわゆる国のほうも少人数学級に積極的に取り組む姿勢が生まれております。今まではな

かなかこういう答弁もなかったんです。萩生田文科省大臣においては、７月に記者会見の中

でもはっきり少人数学級に取り組むことも言われております。こういう状況を受けて、本当

にこれから我々が、また教育委員会が、行政が一体となって少人数学級を進める必要がある

と思いますが、その点、教育長どのようにお考えか、お願いします。

○教育長（橋本吉史君）

お答えをいたします。

今回のコロナの休業を経まして、やはり見えてきたことが幾つかあるだろうと思っていま

す。１つはオンライン学習の環境整備、これについては、八女市は随分進んでやっていただ

いているという状況にございます。これは７月の補正でも認めていただいていますので、順

次、今、整備を進めているところです。もう一つが学習支援員とかスクールサポートスタッ

フの配置、これも９月の補正で国、県の補助事業として出ていくようになっています。もう

一つがやはり今、議員御指摘の、いわゆる30人学級の実現といいますか、少人数学級を実現

していくこと。これもやはりコロナ禍の時代、いわゆる感染拡大防止、密を避けるというこ

とも含めて、実は６月にすぐ全体の登校を始めましたので、分散登校はわずかになってし

まったんですけれども、その際も１クラスを２つに分けて分散登校した。その際の先生たち

の感覚といいますか、やはりきめ細やかな指導ができるとか、そういったことも含めまして、

感染拡大防止にもつながるわけですので、少人数学級の実現というのはとても大切だろうと

思っています。

少人数の学級を実現するためには、これは教職員の定数を増やす、いわゆる標準法の改定

ですね。今は小学校１年生だけが35人、あとは40人なんです。我々が若いときは１学級45人

だったんですけれども、順次35人にしていくぞと言いながら、やはり小学校１年生だけで止

まっています。もう随分になります。

少人数学級のメリットというのは、先ほど言いましたように学びの保障もありますし、コ

ロナの感染拡大防止もありますし、もう一つはやはり教職員の負担軽減、こういうことにも

つながるだろうと思っています。ですので、この取組としましては標準法の改正が必要にな

りますので、文教施策と予算に関する要望書等を全国の市町村の教育長会からも出させてい

ただいていますし、全国知事会からも、あるいは市町村の首長の会からも等々全部出させて

いただいています。また、７月に行われました政府の教育再生実行会議の中でもそういうこ

とをやっていこうということで述べられていますので、とても大事なことであり、今後もそ

ういった方向で市としても取組を進めていきたいと考えているところです。

○21番（松﨑辰義君）
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まさにそのとおりだろうと思っております。実は本当に大きな壁が２つあるんですよね。

定数の問題とそういう教職員の配置の問題。これらをどう解決していくのか。やっぱりどう

声を上げていくのか、そのことが非常に大事だろうと思っております。

聞くところでは教職員を10万人と聞いておりますけれども、これをどう増やすか。いろい

ろ調べてみますと、2019年の調査ですけれども、ＯＥＣＤの加盟国平均が１クラス21人。ア

メリカが大体21人ですね。イタリアは18人。一番少ないのは、小学校ではルクセンブルクの

15.7人、中学校ではポルトガルの18.1人になっております。一番多いのが韓国、その次が日

本だと言われております。いかに日本の教育環境の劣悪さが分かる実態だろうと思っており

ます。

それともう一つ、これは2011年の調査で、ちょっと前のやつでありますけれども、米軍基

地内に日本の思いやり予算で建設した小中学校の学級単位は18人から25人、教室の広さは80

平方メートル。ちなみに日本の標準は64平方メートルということです。日本にいるアメリカ

軍人の子どもたちがこういう恵まれた環境で学習をしているのに、肝心の日本の子どもたち

は非常に劣悪なところでやっている。

これを進めるために、改正するために、具体的にはどういう取組の中で、変えるのは定数

と教職員の配置ですけれども、どう進めればいいのかが私には残念ながら全然見えてきませ

ん。ぜひそういう部分を教育長、やっぱり音頭を取っていただいて、それと同時に、単に行

政だけではなくて、ＰＴＡとか、地域の皆さんとか、大いにそういうことに対して興味を

持っていただくことが今必要ではないかなと思っておりますが、その点どうお考えか、お願

いします。

○教育長（橋本吉史君）

お答えをいたします。

先ほどの答弁の中でも申しましたけれども、実際、やはり標準法をいじらないことにはこ

れはどうしようもないという、先ほど議員もおっしゃいましたように大きな壁がございます。

この標準法の改正は多分大分時間がかかるだろうと思っています。ですので、今まで10年、

20年、そういったことを、私が言うことじゃないんですが、文科省が財務省と折衝しながら

もやはり押されて、結局は人員の削減になっています。定数は減っています。以前までは

ずっと定数は伸びてきていたんですけれども、ある年から教員の実質の定数が減っているん

ですよね。ですので、先ほど申しましたように、いろんなところからやはり声を上げていく

ということしか今はないのかなと、定数を変えるにはですね。ただ、今言ったように莫大な

時間と予算が必要です。

それともう一つは、今、議員おっしゃったように、莫大な数の教員が必要になります。そ

うなると、もう一つ懸念されるのが、いわゆる教員の質の保証といいますか、これがやはり、
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今、教員採用試験もとても倍率が下がっています。そこで課題になっている一つですけれど

も、これがまた増えますと、またそこも考えなくちゃいけない。そういったこともあります

けれども、いろんなところから声を上げていく。

ただ、学びの保障というところからすれば、例えば、八女市の場合は、小学校が先ほど

ＯＥＣＤ21人と言われましたけど、八女市が平均は24人です。中学校がＯＥＣＤは23人で八

女市は26人です。全国の平均はもっと高いんですけれども。だから、そういう中で、例えば、

35人学級になったときに、八女市で恩恵を被るのは小学校と中学校を合わせて174学級のう

ち15学級です。小学校は5.6％、中学校が16％、それぐらいは今35人以上の学級になってお

りますので、そこももちろん大切ですけれども、学びの保障というところからすると、いわ

ゆる特別支援学級の子どもたち、ここも今１学級８名です。でも、なかなか１人の教員で８

名というのは難しいです。ですので、そういったところも含めまして、やはり標準法の改正

ということで、みんなで声を上げていくしかないのかなと思っているところです。

○21番（松﨑辰義君）

そうですね。非常に難しい問題でありますけれども、今、取り組まなければならない課題

だと思っております。そこはやはり教育委員会、そして地域の皆さん、保護者の皆さん、そ

ういう方々と力を合わせて、国を動かす今一番の絶好のチャンスかなと思っておりますので、

ぜひそういう部分でも教育委員会のお力を生かしていただければと思っております。

先日、学校別の学級別児童生徒数の一覧を頂きました。確かに少ない部分、特に東部にお

いては非常に少ないという状況ですから、平均すれば非常に少ないところも出てくるかと思

いますけれども、まだ30人以上が小学校32クラス、全体とすれば25.8％あると。中学校にお

いては25クラス、50％がやっぱり30人以上の学級である。特に目を引いたのは、福島中学校

は１年生全て40人という非常に、うわっ、大変だなというのをまず思うところです。

やはりこういうものを一つ一つ解決していかなければならないと思っておりますけれども、

そこの中で定数については本当に国を動かす以外に、そしてその制度を変える以外にないん

ですけれども、変えた場合の教員の採用ですね、もし少人数学級を１クラス20人程度といい

ますか、そうすればさっき10万人程度要るだろうと。１つは実は教員免許状保持者がどれぐ

らいいるのか。また、そういう人たちがどういう立場で関わってくれるのか。本当にそうい

うところが、せっかくしても先生の成り手がないとか、人が足りないではどうしようもない

わけですから、そういう部分もしっかり見据えていく必要があると思います。

これは日本教育学会の提言が出されておりますけれども、それによりますと、過去10年の

定年退職者職員は全国で20万人。そのうち半分ぐらいが既に任期付の任用教員、それから非

常勤講師で活躍されていると言われておるそうです。60代で約10万人の潜在的な人材のプー

ルがあるとし、20代、30代について、直近の2019年度で言うと、全国の教員採用試験のトー



- 205 -

タルの受験者数は13万7,753人、採用者は３万7,080人です。よって、教員免許状を取得した

30代までの世代で言うと、実は何十万人、あるいは何百万人を超える人材としてはプールが

あると分析をしております。それがあればいいのかということは、それでも教師になろうと

いう人が増えなければ何にもなりませんので、ここでは10万人の確保には政府の姿勢が決定

的であると言われております。

もう一つ大事なのは政治からの力強いメッセージ。例えば、今回、先ほど教育長も言われ

ましたけれども、政府は補正予算で3,100人の教員加配を行いましたが、各地で確保が心配

されています。というのは、恒常的な定数となっていないため、制度上、来年３月で雇い止

めとなる3,100人なのであります。この中途半端な採用では先生は増えないと思います。で

すから、ずっと雇うから安心してほしいという政治からの強いメッセージが必要であると思

いますが、その点、市長はどのようにお考えでしょうか。

○市長（三田村統之君）

議員おっしゃるように、これからの時代を担う子どもたちが安心して学び、そして心を豊

かにできる環境、学校生活、こういうものを総合的に考えるときが今来ているんではないか

なと思っております。そういう面では、各学級の生徒数の問題は県の問題、国の問題でもあ

ります。それから、福岡県の市長会、あるいは全国の市長会、こういうところからも要望と

して出させていただいておりますので、私どもは私どもの立場でそのようなこれからの時代

を担う子どもたちの育成に向けた環境づくりについて努力をしていきたいと思っております。

○21番（松﨑辰義君）

まさにそれぞれの立場で今声を上げて政府に対して物を言うときだろうと思います。安倍

首相も国会では少人数学級について検討すると言われました。残念ながら辞職を表明された

ので、安倍首相は今後ありませんけれども、国の総理大臣として言われた言葉は大事な言葉

ですので、これは引き継がれるものだと思っております。

ちょっと違いますけれども、子どもたちの命を守るという観点で、もう一つ、一番気にな

るのが暑さ対策ですね。本当に子どもたちはいつも帽子はかぶっております。しかし、帽子

の中は相当暑いんだろうと思っております。御存じだと思いますが、筑後市は子どもたちに

日傘を１人に１本ずつプレゼントいたしました。日傘によって温度は大分下がるものだと

思っておりますし、いわゆる身体的距離をきちんと取れるものだと思いますが、この日傘、

八女市としては買う計画は、子どもたちにプレゼントするという計画はないんでしょうか。

○学校教育課長（郷田純一君）

お答えいたします。

議員言っていただきました日傘につきましては、複数のお声はいただいておるところです。

今現在、研究をしているところですけれども、と申しますのは、直射日光を避けると同時に
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身体的な距離が確保できるという利点があります反面で、幾つか心配な点も御指摘をいただ

いております。１つが小学生でも利用しやすいように軽くて丈夫なという観点から探します

と、単価が１千円とか２千円とかに跳ね上がると。その関係で、壊れた場合、補充をどうし

ていくのか、自分たちで買わないといけないのかという御心配があるということ。それと、

わざわざ買わなくても、今現在、自分が持っている傘を差しても日陰になるという点からは

同じじゃないのかというお声。それとか、傘を差しますと、透明じゃ意味がございませんの

で、視野が遮られてしまいます。そしたら、交通安全上、大丈夫なのかという御心配の声も

片一方でいただいておるのも事実でございますので、それも併せて引き続きちょっと研究を

させていただければと考えておるところでございます。

以上です。

○21番（松﨑辰義君）

ぜひ検討をしていただきたいと思っております。いろいろ言われましたけれども、なくし

たり壊したらまた買ってやるのかというのはなかなか財政も含めて難しいとは思いますので、

あくまでも最初の１本のみということがいいのかなとは思いますし、ただ、先ほど言われま

したように、交通安全の面で、これはやっぱり大事なことだろうと思いますので、やはりそ

ういうことも含めて学校の指導が重要になってくるかなと思います。

先ほど言われるように、間隔を取れるということでは、登校中、日傘を差せばマスクはし

なくていいよと。やっぱり登校を見ておりますと非常に苦しそうというか、中にはマスクを

顎にかけてやっている子どもとか、いろいろおります。ああ、きついんだろうなと推測する

わけですけれども、そういうことも含めてぜひ検討をしていただきたいなと思いますけれど

も、実はさっき課長が言われた雨傘ですね。これも本当に言われるとおり結構効果があると

言われております。これは実験をされておりますけれども、例えば、傘がない場合、27.3度

Ｃ。そのときに日傘を差すと24.6度Ｃになるそうです。これを雨傘にすると25.1度Ｃ。この

差が0.5度Ｃ、結構効果があるんだなということを改めてちょっといろいろ調べてみて思っ

たんですけれども、そういうことも含めて、１本は市として買いますけれども、あと壊れた

り、なくなったりした場合は雨傘を活用してくださいとか、いろんなことでそういうこと。

ですから、やはり教育委員会の子どもたちに対する姿勢として、私はぜひこういうことも積

極的に進めていただければなと思っているところです。

お伺いすると、筑後市は１本２千円と聞いております。今の小学生に１人ずつプレゼント

するというと──すみません、計算しとったのがどこかへ行きました。そういうことで、

やっぱり１回できれば、今、検討中ということですので、教育委員会の子どもたちに対する

姿勢として、ぜひ進めていただくようお願いをしたいと思います。

この項で最後になりますけれども、実は７月８日に安倍政権のいわゆる骨太方針、経済財
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政諮問会議、経済財政運営と改革の基本方針2020というものが出されておりますけれども、

ここの中で少人数指導によるきめ細かな指導体制の計画的な整備について関係者で丁寧に検

討することとしております。実は経済財政諮問会議というのは、以前、中教審会長も文科大

臣も少人数学級を進めると国会で答弁し、少人数学級の機運が盛り上がったときに、これは

2005年だそうですけれども、それを寄ってたかって批判し、頓挫させた会議がそれだそうで

す。しかし、今回はそこも少人数指導──少人数学級じゃなくて、そこは少人数指導となっ

ているそうですが、それを推進しろと言っているのが今の現状です。

先ほど教育長も市長も言われましたように、全国知事会、それから全国市長会、全国町村

会、これも含めて、全てが少人数学級に移行すべきということを言っているわけですから、

今、少人数学級について誰も反対をしていない。むしろ全部がその推進を進めているという

のが今の現状だと思います。ですから、前も言いましたように、本当に教育委員会、ＰＴＡ、

それから全ての方々にこの状況を話しながら、大きな運動として、ぜひこれを成功させるこ

とによって少人数学級を実現する。そのためには教育委員会からも国に対して意見書を上げ

ていただく。議会からもそういう意見書を上げていただく。そういうものが全国に広がれば、

当然その方向性というのは見えてくるんだろうと思っております。ぜひそのことを強力にお

願いしたいと思いますが、教育長の今の考えをお願いします。

○教育長（橋本吉史君）

お答えいたします。

先ほどから申していますように、少人数学級というのはとても大事だろうとは思っていま

す。ただ、先ほどから申していますように、いわゆるお金と法の改正、これが大きな課題だ

ろうと思っています。

今、議員おっしゃいました少人数指導と少人数学級というのは違うんですね。少人数指導

といったら、今、文科省がお金のない中でやっているのは少人数指導なんです。いわゆる教

員の定数を改善することなく、加配教員で賄っているんですね。だから、そういうことでは

なくて、抜本的にやはり標準法を改正して、そして１学級の子どもの人数を減らすという取

組をぜひぜひ一緒にやっていきたいなと思っております。

以上です。

○21番（松﨑辰義君）

今、教育長、お金のことを言われましたけれども、実は今度のコロナに対する２次補正の

中で10兆円の予備費を持っていると。１兆円あれば先生たちを10万人雇えると言われており

ます。ぜひお金の使い方をきちんと精査しながら、本当に子どもたちが夢を見られるような

社会をつくっていくことが必要だろうと思いますので、ぜひその点で皆さん方のお力添え、

協力、そして国に対する要望を上げることによって実現させていこうではありませんか。よ
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ろしくお願いしたいと思います。

それでは次の課題、避難所対策についてでありますけれども、先ほど同僚議員も質問して

いただきましたので、ああ、似ているなと思いながら聞きよりました。

まず、一番今回、私はちょっと御存じのように足が今あんまりきちんと動かない状態です

ので、夜はちょっと怖くて行けませんでしたけれども、夕方と明くる日の朝と避難所に、全

部は回っていません、地域の避難所を回ってきました。三河の避難所には多くの方が来られ

たということで、実は避難所にどれぐらいの人が来たかということで、その資料も頂きまし

たけれども、多かったのが黒木支所127人、立花市民センター116人、星野行政福祉センター

117人、総合体育館106人、三河小学校113人、そういうところが多いところかなと思うわけ

ですが、三河小学校に行きましたら、その避難されている方、椅子に座っている方、体育館

の床に座っている方、いろいろです。このとき思ったのは、どういう指導を職員にされたの

だろうか。以前、避難所の問題で、体育館の床には座らないほうがいいだろうと。せめて

シートを敷くなり、そういうことをすべきじゃないかと申し上げたところです。いわゆる避

難所に行った２人の職員、いろんなところに２人ずつ行っているわけですけれども、職員に

対してどのような指導をされたのか、お願いします。

○防災安全課長（古家 浩君）

お答えいたします。

今、議員おっしゃられたように、今回の指定避難所、臨時避難所においては、市の職員２

名ずつ配置いたしまして、開設なり、運営なりを行ってきたところでございます。今回、特

に感染症対策ということで、避難所の数そのものも増やしておりますし、いわゆる３密を避

ける対策というのもマニュアルのほうにうたい込んで、実施の訓練等も行ってきたところで

ございますけれども、先ほどおっしゃられたように、避難者が多い箇所につきましては、そ

の辺の分の徹底というものが足りなかったということも一つ課題として残っているところで

ございます。いわゆるパーティションでの仕切りとか、そういったものを今後徹底して行っ

ていきたいと思っております。

以上です。

○21番（松﨑辰義君）

マニュアルに織り込んで指導してきたということですけれども、本当に理解しているのか

なと思うわけですね。小学校に行ったときに受付が、あれっ、どこにあるんだろうとまず思

いました。そして、あれはコミュニティ室ですかね。ちょっと奥まったところにありました

ので、ああ、ここに今度は設置したんだと思いましたけれども、次に行ったときには違うと

ころに移動していました。そこの小学校の受付、それから避難された方々へのレイアウト、

６月に言いましたけれども、全てにおいてレイアウトをきちんとつくらないと、きちんとし
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た避難体制というか、それはできませんよと言いました。早急につくりますと課長はおっ

しゃいましたけれども、全くできていないじゃないですか。幸い八女市はコロナ感染者がそ

んなに多いわけじゃありませんけれども、実際に発症していない人もどれぐらいおるのか分

からないのが今の現状ですから、やっぱりもっともっと注意をしてする必要があると思って

おります。そういう中での避難所の体制ですから、もっとそこら辺は丁寧にしないと、本当

に避難された方、右往左往しますよ。

後で区長代表の方にお話を伺いました。私、夜行けなかったので、どんな状況だったんで

しょうかねと言いましたら、もう密ですよと。大体三河小学校の場合、体育館と教室も使う

ということで計画はされていたかと思いますけれども、教室は全く使われておりません。や

はりそういうところのあなた方の計画。計画をつくっても実行しなければ何もならんとです

よ。このことが今回避難所の問題で、これは全てがそうだったとは思いませんけれども、私

が行ったところではそうだったと。

それから、やはり区長さんと話したことですが、臨時避難所の南中は誰一人行っていない。

そういう密を避けるためには分散型の避難と言われましたけれども、分散型の避難も何も

なっていない。やっぱりこういうところの計画を地域の方々と話し合ってきちんとしておか

ないと、自分の行きたいところに行って、そういう密をつくってしまう。それが今の現状

じゃないかなと思っております。ですから、区長さん方と話合いをするとか、防災士の方々

に協力をお願いするとか言われましたけれども、防災士の方、何人に協力要請をしましたか。

○防災安全課長（古家 浩君）

お答えいたします。

いわゆる運営業務に携わる市の職員が２名ずつと。そのほかに今後の課題ということで自

主防災組織の方々や防災士の方々、そういった方々にまた協力を得ながらということも今後

視野に入れて研究していきたいということでございますので、今回、実際に防災士の方々と

接触というか、お願いをしてきた経緯はまだ今のところはございません。

○議長（角田恵一君）

松﨑議員に申し上げます。残り時間が８分弱でございます。あと１点通告質問ございます

ので、その点も考慮しながら質問をお願いしたいと思います。

○21番（松﨑辰義君）

あなたは６月議会の折に、防災士の方、町内会長さん方、自主防災組織に協力を要請した

いと言われていますよね。言うだけでは何もならんと。やっぱりそこをどうクリアしていく

のか。協力を要請して、もちろんちょっとできませんよと、そういう相手の事情でできない

のはしょうがないと思います。でも、そういう資格も取得してある方、やっぱりきちんとお

願いをして、行政からお願いをすれば、むやみに嫌とは言われないと思いますので、ぜひそ
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ういうところもやっていただきたいと思います。

それから避難所への職員の配置、２人ですけれども、やっぱり見ていて少な過ぎだなと思

うんですね。２人はちょっと厳しいなと私は思っております。今後、ぜひそこの検討もして

いただきたいと思うわけですけれども、46か所ありますから、２人でも92名。これが２交代

ですね。ですから、184人になるわけです。これが３名にすれば138人、交代を含めて276人。

276人というのは決してできない数ではないんじゃないかなと思っています。これは令和元

年11月現在の職員数ですけれども、正規の職員が556人、再任用職員が31人、嘱託職員が250

人、臨時職員が120人、全部で957人、市が雇用している職員がおるわけですね。全ての方が

できるとは思いませんけれども、そういう中で非常事態の市民の生命、財産を守るという立

場からすれば、協力はしてくれるんじゃないかなと思いますが、２名というのをせめて３名

以上、そういう考えはございませんでしょうか。市長お願いします。

○市長（三田村統之君）

職員の配置については、それぞれの避難所で対応すべき内容が変わってくるだろうと思い

ます。特に被害が激しい避難者が非常に多いところとか、それとやっぱり平日ですとなかな

か通常の業務もこなしていかなければなりませんし、むしろ本庁、あるいは各支所、それぞ

れ災害発生時の場合は避難所だけではなくて、やはりいろんな指揮、指導もやらなきゃなり

ませんし、数多くの果たしていかなければならない課題がありますので、十分そのあたりは、

確かにおっしゃるように避難者数によっては非常に少ないところもあろうかと思いますが、

それをどう検討していくのかというのは十分これから検討はしてみたいと思います。

○21番（松﨑辰義君）

そうですね。避難所によっては本当に避難者ゼロというところもありますし、全てに３人

要るかというのは非常に問題だろうと思いますので、やはりそのところの事情、そういうも

のも考えながら、地域の方々とも話し合いながら、ぜひ大変なところはせめて３人ぐらいは

配置をする。今、検討していくということですので、ぜひそういう立場でお願いをしたいと

思います。

時間がありませんので、最後の問題に入りたいと思います。

同和行政についてですが、今回の人権問題に対する意識調査で工夫をされたところはある

のかということで、年齢の問題、それからいろんな障がい者、それからさっき言われた同和

の解決に、いわゆる推進法、そういうものについてやるということでありましたけれども、

大きくはそう変わらなかったのかなと見ております。

例えば、今、ジェンダーというのが非常に国連も含めて大きな問題となっております。こ

ういう時期にそういうものをやっぱり取り上げてみるとか、もうちょっと工夫が私は必要で

はないかなと思っております。
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今度、実は今年６月に法務省が全国の意識調査というのもやっております。そういうもの

を見れば、非常に部落差別というものは少なくなっている。例えば、推進法を設置する場合

の大きな問題として、インターネットによる部落差別というのがあると言われておりました

けれども、今回、インターネット上の部落差別に関わる調査では、これは法務省の調査です

けれども、１、識別情報の把握、２、特定個人に対する誹謗中傷……

○議長（角田恵一君）

松﨑議員、時間が参りましたので、ここで一般質問を終わります。（「分かりました」と

呼ぶ者あり）申し訳ございませんが、時間配分を今後ともよろしくお願いしたいと思います。

21番松﨑辰義議員の質問を終わります。

午後１時40分まで休憩いたします。

午後０時38分 休憩

午後１時40分 再開

○議長（角田恵一君）

休憩前に引き続き一般質問を再開いたします。

15番栗原吉平議員の質問を許します。

○15番（栗原吉平君）

皆さんこんにちは。それでは、議長より発言の許可を得ましたので、一般質問をさせてい

ただきます。

まず、７月に発生いたしました熊本県球磨地方をはじめ、九州各地に大災害がございまし

た。亡くなられた方の御冥福をお祈りいたすとともに、被災された方々に心よりお見舞いを

申し上げたいと思います。一日も早い復興を願っております。

また、台風９号、10号が九州の西を通るという大変最大級の台風でございます。心配され

ておりますので、最大級の備えが必要だと思っておるところでございます。

それでは、質問をさせていただきたいと思います。

世界を震撼させている新型コロナウイルス感染症、春先の動揺から少しずつ抜け出しては

いるかのようには感じますが、八女市に感染者が確認され、さらにより一層の注意が必要と

考えます。コロナ病原体の究明も日進月歩で解明しつつありますので、一日も早い安全なワ

クチン等の開発が進みますように願っておるところでございます。医療従事者をはじめ、感

染拡大防止に御尽力いただいていることに感謝申し上げたいと思います。

今回の一般質問は、新型コロナ感染症がいまだ収まる気配を見せていませんが、いわゆる

コロナ禍での移住・定住施策について質問をしたいと思います。

移住・定住施策については、国が地方創生を推進する中、多くの自治体で様々な取組が行

われており、手厚い助成制度なども実施している状況にあり、地域間競争が激化してくるも
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のと考えられます。

しかしながら、地方への関心は少なく、都市への流出は今後も続くと思っております。市

の施策の効率的、効果的な施策を実施するためにどのような方法を考えているのか、お伺い

をいたします。

そして、新型コロナウイルスの感染拡大の影響で、在宅勤務などが急速に広がっていくこ

とを受け、企業に勤める社員が本市に拠点を置いて働くリモートワークを進めることの実現

に向けて必要な支援を行い、感染リスクが比較的低い地方への移住に関心を持っていただけ

るようすることだと思います。

市の持つ住宅支援や空き家等の情報、そしてＩＴ、情報化のインフラ整備をしっかり整備、

対応し、八女市での暮らしが一番、今後なお一層見直されるよう受入れ態勢には全力で取り

組むべきだと思いますが、お伺いをいたします。

あとは質問席にて行いますので、よろしくお願いを申し上げます。

○市長（三田村統之君）

15番栗原吉平議員の一般質問にお答えをいたします。

新型コロナウイルス対策に伴う移住・定住についてでございます。

住宅支援・空き家等の情報の発信はどうなのかというお尋ねでございます。

本市では、市内への移住促進に向けて、若年層世帯向けの家賃補助やマイホーム取得補助、

八女市空き家バンク事業などの住宅支援に関する情報をインターネットなど様々な手段を利

用して発信をいたしております。

今般の新型コロナウイルス禍においては、移住を検討されている方々から多くの問合せを

いただいております。

将来的には、都市部での過密を避けて、地方への移住を検討する方も増えると見込んでお

りますので、引き続きインターネットを活用した的確な情報発信や相談対応に積極的に取り

組んでまいります。

次に、光ファイバーの状況とＩｏＴ（ＡＩ、スマート農業、ドローン利活用など）の取組

についてでございます。

本市では、市内の情報基盤の格差解消を図るために、民間においてサービスが進まない地

域において、光ファイバー網の整備を進め、現在、約3,000世帯に利用していただいており

ます。

今般の新型コロナウイルス禍においては、都市部での在宅勤務が増え、今後も日常の働き

方として定着するものと見込んでおります。

本市でも、地方に暮らしていても都市部と同じように就業できる環境を整えて、移住・定

住の促進を図ってまいります。
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以上、御答弁申し上げます。

○15番（栗原吉平君）

移住・定住政策を語る前に、八女市の人口の動向についてちょっとお尋ねしたいんですけ

れども、第４次総合計画基本計画では、2020年──今年は７万人の目標でございました。し

かしながら、目標人口は６万4,500人とされています。前期の見直しで平成28年からの後期

計画のこの見直しで人口の計画は６万700人と修正されております。

後期計画が始まったときに、最終的なものは６万700人に修正されたけれども、結局、現

在は６万2,300人ですから、人口は修正されたときよりも多いという実態が分かります。

世帯数が２万3,800世帯、八女市のウェブサイトを開くと、平成24年からの行政区ごとの

人口が出てまいります。これは平成24年から、いわゆる８年前からの八女市全体の人口が出

て

まいりますけれども、旧行政区の人口によりますと、旧八女市が３万8,000人から３万7,500

人、そして上陽町が3,500人から2,600人、黒木町が１万2,000人から9,800人、立花町が１万

人から8,700人、矢部村が1,400人から1,000人、星野村が3,100人から2,300人、これは概数、

約ですけれども、この間、山間部はぼんぼん減っているという状況があります。

しかしながら、これは旧八女市の中心部は、10年間でたった500人しか減ってきていない

という状況が出てきています。これは恐らく山間部から流れてきたということなんですけれ

ども。

そこで、部長にお聞きしますけれども、いわゆる自然増減と社会増減について聞きます。

厚労省ホームページの人口動態統計というところに、八女市の調査報告がございます。自然

増減、これは合併から10年間で自然増減、年間平均438人出生があっております。

一方、年間平均957人の人がお亡くなりになっております。ですから、毎年平均で自然増

減関係では519人の自然の減があっております。

一方、転入と転出の社会増減ですね、この合併からの10年間で、年間平均で1,489人の転

入があっております。

また一方、1,856人の転出者がおられます。これは社会増減の平均でも367人、ですから自

然増減と社会増減の減をプラスすると、この間、年間886人の人口が減っているということ

でございます。昨日の答弁と少し違った部分もありましょうけれども、ちょっと統計の調査

が違うのかなと思っておりますけれども。

一方、合併当時の世帯数が２万2,316世帯、今年の７月末で２万5,043世帯、これは八女市

全体で、合併して世帯数が2,727世帯増になっております。この内訳は、持家が71％で賃貸

が29％でございます。

ということでございますが、どのようにこういった結果を分析されておるのか、部長にお
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伺いいたします。

○企画部長（石井稔郎君）

お答えいたします。

今おっしゃられたのは自然増減、それから社会増減としても減の方向、しかしながら、世

帯数においては変わっていないということでございますけれども、１つは、どういうふうな

見方かということなんですが、自然増減の推移にいたしましては、やはり出生数の減少、死

亡者数の増加と、今おっしゃられたとおりで、そのマイナス傾向、社会増減についても転入

数の減少、転出数の増加というところでありまして、おおむね社会増減のところの影響がや

はり大きいかと思っています。

原因としては、中を見ますと、15歳から約45歳までの一番働き盛りと申しますか、生産年

齢の世代、この部分が転出超過をしておりまして、中身をやっぱり分析をいたしますと、婚

姻やら、あるいは就職やら、そういった機会に八女市を離れられることがあるということで、

中身を見ておるところであります。

この結果、社会減というものが非常に出てきておるというところで、中身については分析

をしているところでございます。

○15番（栗原吉平君）

特に中山間地域は、やっぱり空き家の問題がどうしてもあるわけですね。私のことを言う

といけませんけれども、自分の家の右は崖ですから当然、家はありませんけれども、下と横

と上は既に空き家なんですね。どうしてもこれは中山間地域の問題として、やはりこの問題

を避けて通るわけにはいかんと、やっぱり看過できないわけですね。

ですから、今回、少しでもいい方向に八女市が行くように一般質問をさせていただいてい

るわけでございます。

そこで、副市長にお聞きいたしますけれども、中山間地域の人口減、社会減、自然減、大

きく数値が出ていることと今、言ったとおりでございます。

旧八女市内の、校区別で見ると、やっぱり３つの地域で減っているわけですね。しかし、

３つの地域で増えているという状況の中で、八女市の中心部へ人が吸い寄せられるという言

い方がいいかどうか分かりませんけれども、これはもう全国的にそういったふうになってお

りますけれども、地方創生のまち・ひと・しごと創生会議、中山間地域の手厚い支援が行わ

れているところでございます。

当然、八女市は光回線を引いたり、デマンドをしたり、あるいは交通の便がよくなるよう

に道路をよくなしたり、自動車自体の事故の防止や、それから市の助成、高齢者の免許返納、

こういったものがやはりいろんな問題があるかもしれません。デマンド対応にしても、やっ

ぱり定期バスの便数とか買物の便、いろんな問題が山積しているという状況の中、例えば一
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方では、農協の支店がやはりなくなっていった、地域の人が農協の支店もなかなら、もう住

んどく意味もないじゃないかという意見もございます。

それから、高校生が八女市に学校に行くのに、あるいは筑後市の高校に行くのに、筑後の

高校に行くには矢部から月に約30千円のバスの定期代がかかります。八女市は26,500円の一

月の定期代が出ます。合わせると55千円から60千円ぐらいの出費があるから、だからもうこ

れはどげんかならんか、やっぱりアパートを借りて八女市に住まにゃいかんなと言いながら、

やはりまち・ひと・しごと創生の中での国からの創生会議の中での補助金等はやっぱり八女

市が充てられて、そしてバスの定期の補助、このバスの定期の補助があるから、私は矢部に

住んどかるっていうふうな意見もありました。

そういったふうに、やはり社会のインフラとか、きちっとやっぱり要望するというか、

ＪＡの支所であったり、いろんなものであったり、バスの補助であったり、いろんな施策が

やっぱり必要だと思うんです。これをやっとかないとどんどん、やっぱりいつも言いますけ

れども、川の水はダムを造ればすぐ止まるけれども、人の流れはダムを造っても、そのダム

がやはりそういった社会のインフラじゃないといかんと思うんですよ。これはきちっとそう

いうふうに思っているんですが、それがどう分析されているのか、副市長としてお伺いをい

たします。

○副市長（松﨑賢明君）

人口減の部分については、全国的な部分は当然ございますけれども、先ほど部長も話しま

したように、人口減、転出のほうが増になっているのは、やっぱり一番多いのは数字的に見

れば学校、それと就職の二十歳以降ぐらいの方が多いというのが実態です。

反対側で、転入の部分は40代以降にまた八女に戻ってきた方、60代でリタイアされてまた

戻ってきていただく方、そういう方々が転入の部分で占めている分が多いと思っております。

そういう意味では、地域の活性化は基本的にはやっぱり住んでいただく、これが一番大切

なことだと思っておりますので、その地域にいかに住んでいただけるか、議員おっしゃいま

したように、インフラの整備も当然重要ですけれども、今、八女市がやっております子育て

の支援とか、住宅の確保のための御支援、それと住環境の部分、若干道路以外のインフラで

下水道事業、合併浄化槽の推進とか、住みやすい部分をいかに整備していって、その地域に

住んでいただけるか、そういう施策を中心にやっていく必要があると思っています。

また、反対側で、東部から八女市内に移ってきていただく方、こういう方も随分いらっ

しゃると思います。

ただ、ここは一番ありがたいのは、元住んでいたところと30分、１時間以内で必ず自宅に

戻れる部分があります。地域で行われている行事とかそういうものに参加することが十分可

能な部分がございますので、生まれた地元を大切にしていただく、そういったソフトも実施
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しながら、やっぱり八女を愛していただく、そういう方向で定住を進めていく必要があると

思っております。

○15番（栗原吉平君）

副市長の指摘は、後からまた質問させていただきたいと思いますけれども、課長にお伺い

しますけれども、よく移住とか定住とか永住とか聞きますけれども、これは私がちょっと調

べたら、移住というのは、ちょっとそこまで行ってから住むというのが移住だそうでござい

ます。定住というのは、ある程度、住んで二、三年たったときが定住という言葉だそうです。

永住というのは、もう最期、死ぬまでそこで住むということが永住だそうでございます。

そこで、年間平均約1,800人の転出者がおられますけれども、これは市のほうでこの八女

市の数値だけじゃなくて、転出されたときの例えば男性か女性かとか、職業はどんな人、ま

たどんな理由で出ていかれたのか、こういったことをマクロ的に調査されたことがあるのか

どうか、お伺いをいたします。

○企画政策課長（馬場浩義君）

お答えさせていただきます。

市民が転出、または転入、この際に、市民の方々、市民課の窓口に来ていただくことにな

ります。議員おっしゃっていますのは、こういった場合にその方々に聞き取りなりをして調

査をしておるかという質問だと思いますが、これまでの中では、そういった調査については

したことはございません。

以上でございます。

○15番（栗原吉平君）

実際、そういったことをやっぱり調査されて、じゃ、どういった施策が一番効果的なのか

というのをゼロベースで考えていかないと、これから先、施策はどんどん出しても、やはり

どれが一番いいのかというのをきちっとやっぱり把握しとかんといかんとやなかろうかと

思っております。

先ほど副市長の答弁の中で、私のことで申し訳ないんですけれども、転出される方、矢部

はよう人口が減ってきたと言わすけれども、その転出された人というのは、そのほとんどは

八女市内なんですね。だから、全体的にはそんなに遠くへは行っていないということですか

ら。

冠婚葬祭、道路愛護、村の事業、それから地域の行事、それから畑、山、山林もあります

から、そういったものに対しては土曜、日曜であったり、すぐやっぱり駆けつけてくれます

から、意外と過疎、過疎と言いながら、道路愛護のときどうしてこげん人がおらすとやろう

かという、社会的なインフラというのはそこで確保できますからいいんですけれども、やは

り出ていった方々がどういった年齢で、どういった反応をして出ていったのかというのをき
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ちっと調べてあげて、何が原因かというのをやっぱり知っとかないかんと思うんですが、そ

の辺のことについては、課長はどげなふうに思いよっですか。

○企画政策課長（馬場浩義君）

お答えいたします。

人口減少の問題を検討していく中では、それぞれの方々がどのような形でどういった御事

情で転出をされるのか、また転入をしていただけるのか、こういったところを把握していく

ことは非常に大切なことかとは存じております。

こういった内容の調査につきましては、全国の中でも先進的に取り組まれている地域がご

ざいますので、そういったところは今後、どういった手法でやられておるのか、研究をして

まいりたいと考えておるところでございます。

以上でございます。

○15番（栗原吉平君）

調査をして分析をされて、それでやっぱりそこでいい手が何かということを打っていく、

やっぱり施策の中でも利用のない施策、利用のない施策はないかもしれませんけれども、順

位からすればもう本当にこれはこんな施策をしてもちょこっとしか利用されないなという施

策もあるかと思うんですね。せっかく予算をつけておきながら利用されないというのは、例

えばいい施策で利用価値のあるものに上乗せしていくとか、そういったことをしながらやっ

ていかないと、見直していかないといけないと思っているんですが。

例えば、今度は転入に聞きますけれども、私は「八女に住もう」というチラシを持ってく

るのもなんだったからコピーしてもらったんですけれども、「八女に住もう」というチラシ

ですね、これ。市外からの若年層に対するいわゆる家賃補助、令和２年４月１日から一部改

正ということになっております。

もともとは10千円だったものが４月１日から家賃補助をしますよということで最大25千円、

最大25千円家賃補助、そして期間が３年間、すばらしい補助ですよね。これは一月25千円を

最大３年間補助するというわけですから。これはどこにあるのかなと思って昨日行ったら、

ときめきにはちょっとありました。ときめきにはこっちの大きなＰＲスペースにはなくて、

販売スペースのほうに何部かしかありませんでした。

一方では、道の駅に行って「八女に住もう」というチラシがあるかどうかを見に行ったら、

これは確認してください、僕はなかったと思います。探しきれませんでした。あれだけス

ペースがある。それから、やべのもり。やべのもりは福岡の魅力再発見キャンペーンという

１人10千円が半額になる券を使って、コロナ解禁されてからずっと満室です。福岡県から

いっぱい人が来てくれます。コロナが先だという人がいますけれども、私はやっぱりアクセ

ルとブレーキ、経済は一生懸命やらにゃいかん、その代わり、コロナ対策も一生懸命にやら
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にゃいかんというのは両方、アクセルとブレーキは一緒にいかやんと私は思っているんです

けどね。やべのもりにはあれだけ人が来ています。そして、７月、８月、平日も満室でした。

９月も、その再発見キャンペーンが９月下旬まで有効でありますから、それでもう土日は

いっぱい、平日もほとんど埋まっている状態。それだけ福岡県とか来よるのに、そこの中に

こういったすばらしいチラシができておるにもかかわらず１枚もないと御指摘を受けました。

これを私は確認したのでございます。

そのように、それは確かにホームページとか広報紙を見ればできると思うんですが、来た

人がやはりそこで見るような体制をとっておかないと、これはちょっといけないなと思った

ものですから確認をしますけど、課長、今の質問についてはどのように答えますか。

○定住対策課長（平 武文君）

お答えいたします。

御指摘のとおり、我が市はやはり他市町村には負けない多彩な定住施策を展開させていた

だいていると思いますので、やはりその施策の内容を知らせること、それを求めている人に

的確に伝えることが大事だと思いますので、チラシの配置の件は改めて調査して、しっかり

皆様の手に届くように実施いたします。

また一方、先ほど質問の中で触れていただきました若年世帯の家賃支援補助の中で、利用

者の方に我々はアンケート調査を実施いたしました。これは318名の方に御回答をいただい

たんですけれども、その設問の１番目が、この制度をあなたはどこで知りましたかというこ

とで伺っておりますけれども、もちろん重複回答ありということでありますが、１番が不動

産仲介業者、２位が友人、知人からということで、人づてというか、業者づての情報が多く

入っているなという判断もございましたので、実際、やっぱり業者向けのＰＲでございます

とか、施策の周知のほうに若干重きを置いて取り組んできた経緯がございます。今後、そう

いった皆さんの多くの方の目に触れるような形で周知してまいりたいと思いますので、よろ

しくお願いいたします。

以上でございます。

○15番（栗原吉平君）

頑張っていただきたいと思います。

ちなみに、いわゆる八女市の移住計画特設サイトというプロモーションがあります。これ

はもう最近はユーチューブとかＳＮＳでも盛んに流しております。これをしっかりやってい

るところと、簡単に済ませているところ、問合せとか移住者が各段に差がついてきます。今

から先はやっぱりインターネットを使った戦略を一生懸命やるところと、そうでもないばい

というところは各段に差がついてくるような状況が生まれております。

鳥取県の北栄町、宮城県白石市、北海道の三笠市、兵庫県の稲美町、このようなところは
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我が町、我が市のいろんなＰＲを兼ねて、来てくださいと猫もしゃくしも出していますよ。

そういう面では、やっぱりそこにきちっとした対応をするということもこれから大事じゃな

いかと思ったところでございます。

そこで、コロナが発生したところでございますけれども、近くのおっちゃんとかおばちゃ

んが、よく私のほうに、大体クラスターとは何かいとか、オーバーシュート、ロックダウン、

パンデミック、ステイホームとか、ソーシャルディスタンス、アラート、これ横文字を使わ

れたって分からんというわけですよ。

確かに今、括弧書きで補足はしてありますけれども、市長、それから議長、教育長もそう

なんですけれども、よく対外的にいろんな会合の中で、やはりこういったことはきちっと正

しい日本語を教えましょうという、そういったことを会議の中でも申しとってください。そ

うしないと、もう高齢化しているおっちゃん、おばちゃん方がやっぱりよく分からないと。

こんだけコロナで大事なときに横文字を使って言われるならどげんしたらよかとかいと言わ

れましたので、その辺は用心しとっていただきたいと思います。

そこで、コロナ禍による移住相談というのがありますけれども、昨日の西日本新聞にも、

７月31日、ニュースのトップで書いてありました。リモートワークは通勤や職場での密集を

避ける有効な手段であり、パソコンや通信環境さえあればどこでも可能だ。この方法で従来

どおり仕事が継続できるとなれば、地方移住を前向きに考える人が多いのではないか。本県

にそうした人たちを確実に呼び込みたい。県と市町村が連携し、受入れに全力で取り組むべ

きだと思っております。まさしくそうだと思っています。

総務省の１月１日時点での人口動態調査で、東京都は全国最多、一月６万8,000人の人口

増があっております。そして、新型コロナ感染症の拡大を受けて、企業でリモートワークの

導入が始まりましたので、東京から地方へ生活拠点を移す動きが見られてまいりました。５

月の東京都の人口増減は1,069人の減でした。東京都での人口の流出が始まったと見られて

おります。つまり、リモートワークの導入で、地方に住みながら仕事をする選択肢が生まれ

ております。

そこで、八女市はどのような方法で積極的に広報していくのか、また、これについての特

別な支援策とか施策も現時点で考えておられるのかということをお聞きしたいと思いますが、

昨日の課長の答弁では、４月から７月の定住に係る関連の問合せは、私はよく聞き取れませ

んでしたので、それも合わせてお願いをいたします。

○定住対策課長（平 武文君）

お答えいたします。

まず、４月から７月までの移住相談の実績ですが、残念ながら実績はございません。これ

は昨年同時期も１件ということでございますので、大きな数字の変化はないと考えていると
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ころです。

それと、リモートワークへの対応ということでございますけれども、昨日も御紹介いたし

ましたが、お試し就業体験事業ということで、移住を御検討されている方に実際に八女市に

来ていただいて、１週間なりお仕事をしていただいて、八女市に移住イメージを描いていた

だきたいということで事業に取り組んでおりますけれども、今月も長野県からお一人いらっ

しゃるということでございます。ウェブライターのお仕事をされているフリーランスの方と

いうことでございますので、ぜひ南仙荘、地域しごとづくり拠点施設というのがございます

ので、あちらではそういうオフィス機能を備えておりますので、そちらを御利用いただいて、

ウェブライターとしての仕事がいかに八女で円滑にできるかといったところを体験していた

だきたい。その辺をＰＲしていきたいと思っておりますので、こういった実際、体験してい

ただく事業を中心に、リモートワークの対応を移住・定住に結びつけていきたいと考えてお

ります。

以上でございます。

○15番（栗原吉平君）

表現は悪いかもしれませんけれども、この状況はやっぱり地方にとってはチャンスなんで

すね。大都市の一極集中を是正するためにも早目に動いたほうがいいんじゃないかと思って

おります。

地方への移住を促進するために、今こそ都市圏の移住希望者に対して高質な田舎を企画的

に前面に出したＰＲ、そういったものを強化していくべきだと思っております。

そういう意味においては、今、課長が申されたサテライトオフィス、多分これは２年前に

同僚議員も一生懸命になっておりましたけれども、質問がありましたけれども、この八女地

域しごとづくり拠点施設南仙荘の役割、これについての目的、現状はどうなのか、今後はど

うするのか、誰がしているのかというのを再度確認の意味でお願いをいたします。

それから、幾らかけてつくったのか、よろしくお願いします。

○定住対策課長（平 武文君）

お答えいたします。

まず、南仙荘、地域しごとづくり拠点施設でございますが、この役割、第１に、地方にや

はりサテライトオフィスを設置してもらいたい、都市部の企業に対して八女市に進出してい

ただいて、事務所、サテライトオフィスを設置していただきたいというのが、まず大きな目

的でございます。

先ほども御紹介しましたように、現在の使い方としては、お試しに八女市にいらっしゃる

方をそちらに御案内して、就業の体験をしてもらったりということで実施しておりまして、

常駐の職員は今おりませんので、その都度、案件が生じたごとに職員がそちらのほうに出向
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いて調整している、御案内しているという状況でございます。

今後の活用でございますが、ちょうど今年、これからでございますけれども、地域しごと

づくり支援事業という事業を開始いたします。南仙荘をベースに開設する予定でございます。

業務委託というか、業者委託の外部委託の事業になりますが、南仙荘にお一人、コミュニ

ティマネージャーという方に常駐いただいて、足元の地域の仕事づくりと合わせて積極的に

サテライトオフィスの誘致、誘致実績、高い実績をお持ちの会社でございますので、そのノ

ウハウを生かしていただいて、ぜひ八女市にサテライトオフィスを増やしていきたいという

ことで取り組む予定でございます。

事業費は、開設費用で合計で13,074千円でございます。運営費が今年度の当初予算ベース

でございますが、1,782千円ということになっております。

以上でございます。

○15番（栗原吉平君）

まさに渡りに船なんですね、本当言って。やっぱりそういったのをうまく利用して、やは

り地域のＰＲ、今こそそういったものが出番だと思うんです。

ただ、例えばリモートワークで帰ってきても、自分は本当は釣りをしたいんだけれども、

近くに釣り場があったらそこで仕事をしたいとか、海が好きでサーフィンをしたいけれども、

じゃ、近くにいいサテライトオフィスはないかと、選択肢はいろいろありますから、そこを

うまくやっていただかないと、ただ単に箱物を用意しとっても同じことだろうと思っており

ます。

例えば、空き家を改修して、これは高知県の檮原町なんかもそれなんですね。とにかく空

き家がありますよだけじゃないんです。空き家バンクに登録しとくだけじゃない。もう全て、

自治体で空き家バンクを10戸か20戸用意して、改修して、そして誰かあったときにはすぐ入

れるように、直で入れるようにやっているんです。だからどんどん増えています。

八女市も光回線もそこに引いて、よかったらＷｉ－Ｆｉまでそこに引いてやって、来てく

ださいと言えば、どんどん来るんじゃないかと思っておりますので、ぜひ今後はそういった

方向で頑張っていただきたいと思っております。

そこでもう一つ、質問がございまして、副市長にお聞きしたいと思うんですが、私の知り

合いに東京から毎年遊びに来る人がおります。その人が八女に来て、こんな山の中に誰が住

むとかいと最初は言われました。そしたら２回目に来たときに、よかところねと言われまし

た。来るたびにやっぱりそこになじんでくるわけですよ。今度来たときには、何か空き家か

どこかなかやろうかと言うかもしれませんけれども、いわゆるいきなり施策を打って来てく

ださいと。来たらば幾らやりますよとか、そういった施策の前に、一歩手前に、関係人口を

増やすということがどれだけ大事かということが分かってきたんですね。
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全国の地方自治体が移住・定住に力を入れています。どこかの定住人口が増えれば、結局

どこかが減ることになると。そんなゼロサムゲームではなく、人口が減ることなく増えるば

かりで地域を元気にできる第３の人口がありますと書いてあります。

そんな新たな地方創生策として注目を集めている考え方が関係人口です。移住に頼らない

で、今までも地域のファンとして、最終、長期的な移住した定住人口でもなく、短期的な観

光に来た交流人口ではない地域や地域の人々と多様に関わる者のことなんですね。この関係

人口を増やすということが出ております。

関係人口を増やすためには、例えば八女市が行っているいい例がふるさと納税、全く八女

市とは関係ないけれども、八女市を応援したいという人が八女市にお金をつぎ込んでくれる、

そういった人たちを関係人口と呼ぶならば、そういった人たちをきちっと大事にすれば、い

ずれはやっぱり八女に定住したいという芽が生まれてきやせんかという、これはそう書いて

あるんですけれども、そういった方向性というのは施策としてやれないんですかね。

○副市長（松﨑賢明君）

関係人口につきましては、先ほど申しました遠くに住みながら福岡市に住まれたお子さん

たちがまたこっちに帰ってくる、これが一番近い関係人口だと思っております。

そのほかに、観光で訪れていただいた方が地元の体験とかされていただく中で八女を好き

になっていただく、関わっていただく、そういった形でまた増えていく、足を運んでいただ

く、その中には議員おっしゃいましたように、もう一回住んでみようか、八女に住んでみよ

うかとかという方も来ていただく可能性も十分あると思います。

そういう意味では、市外におられる方が八女を探されるとき、ちょっとさきの質問とダブ

る部分があるんですけど、やっぱりインターネットでよその市町村と比較されてあります。

ここの八女市は隣よりも、言葉は悪いですけど手厚く支援してもらえるか、そういった部分

がありますので、特にこのコロナ禍の中ではそういった情報伝達が物すごく大切になってく

るかと思います。そういう意味では、ネットでの十分な情報発信も必要になってくるかと思

います。

関係人口を増やしていくには、先ほど言いました観光もそうですけれども、今回、10月11

日から始まります地域コイン通貨、まさにこれが関係人口を単なる観光ではなくて、そこで

お金を使っていただく部分の中でさらに深めていただく部分で十分効果があるものと思って

おります。

こういった形で、いかに八女市と関わっていただく方を増やしていくというのは、ソフト

面でこれからもしっかり考えていく必要があると思っております。

○15番（栗原吉平君）

大変すばらしい答弁をいただきまして、ありがとうございます。
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今話された、これも新聞に載っていましたけれども、西鉄バスが30,000千円をかけて運営

をしていくという、西鉄バスのつながるバス停ということで、これもまさしく関係人口のこ

とだろうと思うんですが、これは運営は八女市がするように書いてありましたけれども、費

用はどれぐらいかかって、どのような運営をされるのか、お聞きをいたします。

○定住対策課長（平 武文君）

お答えいたします。

まず、運営のほうでございます。

名称は、つながるバス停という愛称でございますが、正式名称は関係人口創出拠点と呼び

ます。

経過でございますけれども、八女市の福島バス停にトイレがないということでございまし

たので、トイレがあるんですけれども、閉鎖されていたということでございましたので、西

鉄バスさんにもお願いしつつ、休憩場所なりトイレの整備ということからお話は始まったん

ですが、利用客、利用の人数の関係で、社内のほうでなかなか待合所だけということでは整

備が通らないということで、市のほうで交流施設として何か活用していただけませんかとい

うお話がございましたので、それに応じて関係人口の創出という目的で整備した施設でござ

います。

この施設では、八女の魅力、八女茶でございますとか、八女産材でございますとか、こう

いった八女の魅力も皆さんに御披露するんですが、ここでやっぱり一番力を入れているのが

八女の人、八女で頑張っている人とか、八女で面白い人、こういった人の魅力をこの施設を

通して、バス停でございますので、比較的市外からいらっしゃる方も多うございますので、

こういう方々にお知らせして、提供して、地域との関わりを持っていただきたいということ

ですね。

例えば、この施設で知り得たお店にいつかこの次の機会、今度来たときは行ってみようと

か、こういう人のつながり、仲良くなるつながりが広がっていってくれればいいということ

で始める施設でございます。もちろん副市長の答弁にございましたまちのコインの流通促進

としての機能も持たせるところでございます。

そして、経費でございますが、こちらは整備自体は西鉄バスで行っていただいております

が、ちょっとすみません、細かい数字が手元にございませんけれども、おおむね10,000千円

程度の内装費を投じる予定でございます。

以上でございます。すみません、ちょっと細かい数字が出ませんで申し訳ございませんで

した。

○15番（栗原吉平君）

部長にお伺いしますけれども、先ほどのサテライトオフィス南仙荘とこのカヤックでした
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かね、今言ったつながるバス停、これは似通っていますけれども、同じ課の中でこっちもあ

る、こっちもあると、どうリンクさせてやろうとしているのか。単体だけでの動きなのか。

黒木は黒木ですたい、八女は八女ですたいという動きでやるのか、それともお互い関係人口

といわゆるサテライトオフィスとの関係の中でリンクさせていかないといけないような感じ

がするわけですよ。縦割り行政の中で弊害がどんどん出てきたら、早い話がこれはもう一部

コンサルの思うツボじゃないかと思っているんですよ。

地方創生とか、あるいはコロナ対策のお金で、地方にはどんどん国はばらまいております。

そこに、いわゆるコンサルがハイエナのように入ってくるわけですよ。これは言い方はいけ

ませんけれども、そういったものをやっぱり簡単に、はい、分かりました、はい、分かりま

したでやっていいものかどうか、これは優秀な職員さんがいっぱい八女市にはおられますか

ら、そういった人たちをうまく利用してリードしていけばいいんですよ、多分。あまりにも

そういったものが弊害として出てきているんじゃないかと思っております。

今のように、やはりどうリンクさせてどこを、例えば空き家バンクとどうつながっていく

のかというのをきちっとやっとかないといかんのじゃなかですか。どげん思いますか。

○企画部長（石井稔郎君）

お答えいたしますけれども、移住・定住の施策というものは、総合的に包括的に行ってい

るものでありまして、１つは、今回のつながるバス停においては人の行き来、人を介してで

きるつながりというもので、人のつながるのを一つの媒介としてのコミュニティという手段

を通じて、その中に通貨がある、それを使う、払うといったものでつながりを促進していく

といった、そうやって関係人口を増やしていくというものもありますし、南仙荘の話といた

しましては、このように非常に風光明媚な八女の中において仕事をしながら、そこでまた休

日を過ごせるようなといった、新しいスタイルの働き方も提案するといったところで関係人

口を構築するといった、いろんな切り口からこの施策というものを包括的に展開をしていっ

ているというところでございますので、その手段、あるいはスキームにつきましては、専門

家の知見を生かすというところももちろんありますが、そちらのほうが勝手にやるというこ

とではなくて、あくまでも市が追求している関係人口の増加、それに伴う八女市自体の活性

化というものの軸、視点というものは揺らぐものはございませんので、そこは職員の中で

しっかり議論をいたしまして、この施策というものは進めていきたいと思っているところで

す。

○定住対策課長（平 武文君）

先ほどの経費の件でございますが、すみません、改めて当初予算ベースでございますが、

備品購入費に7,000千円、企画委託費に3,000千円ということで、10,000千円ということで御

答弁させていただきたいと思います。人件費はちょっと別予算というか、地域おこし協力隊
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の配置ということでございます。

それと、コンサルの活用ということでございますが、南仙荘の設置に当たっては、特にコ

ンサルは活用しておりません。我々で考えたというか、企画した案でございます。業務自体

を今年、外部に発注するということでございますので、よろしくお願いいたします。

以上でございます。

○15番（栗原吉平君）

南仙荘はコンサルではないということですね。

この件については、また深く掘り下げて、またいつか機会がございましたら、私が言って

いきたいと思っております。

時間の関係で、どうしてももう一点だけ聞いておかにゃいかんことがあって、第１次産業

としてのやっぱり八女市の農業の部分、こういったものもリモートワークじゃないけれども、

やっぱり農業関係もＩＴ関係、ＩｏＴといわれるものとインターネットをつないで盛んに

やっているというのがこの現状でございまして、並行して、この農業に対するいわゆる光回

線とかインターネットをつないだやり方というのもあるかと思うんですが、八女市の農業の

生産額の推移というのはどのようになっていますか、農業振興課長。

○農業振興課長（松藤洋治君）

お答えします。

ただいま議員の質問の農業生産額につきまして、現在、統計事務所等の市町村別の統計情

報がございませんので、最も近い数値と思われるＪＡふくおか八女の販売高、その中から筑

後、広川の分を外した部分の販売高を読み上げて報告させていただきます。

平成29年度で18,230,000千円、平成30年度で18,270,000千円、令和元年度で17,940,000千

円となっております。これは直販の部分も含んだ数値となっております。

以上でございます。

○15番（栗原吉平君）

なぜこれを聞いたかというと、やはり一種の地域を離れるとかは、農業がやっぱり衰退し

てきた原因が多くあるわけですよ。

そこで、例えばＡＩとロボット技術、あるいはハイテク化農業、いわゆるスマート農業が

これから必要になってくるときに、こういったＡＩを使った農業をきちっとやっぱり先進的

にやっていくということが、今後、農業振興に求められる姿じゃないかと思っております。

これに対して、施策としてはやっぱり国の指導が現在もそのようになってきているわけで

すね。例えば、野菜の選別に使ってみたり、トラクターも、あるいは除草ロボットなどもど

んどんハイテク化してくるわけですよ。いわゆる科学技術のイノベーションがどんどん盛ん

になるときに、農業だけ遅れている感じじゃ、地域からどんどん人がいなくなるから、き
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ちっとそこにはそういったものでカバーできるような、あるいはドローンを使ったいろんな

施策をやっぱりやっていくことこそが地域に人を残せることになるんじゃなかろうかと思っ

ております。

2023年には、トヨタが出資したスカイドライブというのが、ドローンで人を運ぶような実

験もするそうでございます。ハイテク化された地域の中で、やっぱり遅れたらいかんという

もので、ぜひともそういった面では農業の振興化も図る上ではそういった施策も必要じゃな

いかと一言だけ付け加えておきたいと思います。

時間ももうそろそろ来ますので、副市長にお伺いしたいんですけれども、６月の一般質問

の折に観光事業、そういったものは国のビッグデータを使うべきだと私は提案したんですけ

れども、あのときに副市長は恐らくそれは積極的に導入して、観光事業とか、あるいはいろ

んな面で利用していきたいと答えてあります。その後、どのように八女市としてビッグデー

タを活用していこうとしておられるのか、そこをお願いしたいと思います。

○副市長（松﨑賢明君）

ビッグデータにつきまして、ＲＥＳＡＳ（リーサス）のお話を議員のほうから伺いまして、

答弁させていただいたと思っております。

観光につきましては、ちょっとこのコロナ禍の状況の中で、どういった形でまた元に戻っ

てくるのかというのは非常に分かりづらいところがあります。ただ、議員おっしゃいました

ビッグデータの活用、これにつきましては、当然、先ほど議員から御質問ありましたように、

実態がどうなっておるのかという部分を把握するには大変重要なものだと思っております。

現在、進めております第５次総合計画、これにつきましても、市民の皆さん方のアンケー

トを伺っています。これをメインにビッグデータの動き、ビッグデータがちょっと若干、三、

四年前ぐらいの古いデータの集積になっている部分で、直接リンクしづらい部分があります

けれども、そういうやつを含めて全体で総合計画のプランを立てていくように考えていると

ころです。

また、合わせまして、八女市自体が持っているデータというのがあります。これが全体の

ストックとしてはたくさんありますけれども、それを集計化したり統計化したり、また地図

に落とす、こういう作業がデータだけの部分でしか現在ありませんので、今回の９月補正の

中で基幹システムの改修の費用を予算要求をさせていただいております。これを認めていた

だければ、現在ある住民情報とか土地の情報、当然、個人情報には万全のセキュリティーを

して、職員が誰でも扱えるけれども、個人情報はしっかり保護しながらの話が大前提ですけ

れども、その中で人の動きなり、先ほど言われました空き家の状況、空き家バンクだけでは

なく、現在の空き家の状況の把握とかもグラフで見えたり、地図に落とせたりというのが可

能になってきます。
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こういうやつを最大に活用しながら、新しい施策、必要な施策を考えていく必要があると

思っております。

○15番（栗原吉平君）

あと５分しかないそうでございますので、最後に市長にお伺いしたいと思います。

今、副市長のほうから第５次総合計画の、恐らくホームページを見ると、審議員の公募も

あっておるようでございます。これは第５次総合計画というのは、長期的に見るわけですね。

あってもいいけど、例えばあまりに長過ぎて、もう第４次総合計画をコピーしたような形で

はなくて、やっぱり短期的に総合計画というのはきちっと立てて、そうしないと、今のよう

に例えば社会環境が変化したり、あるいは気象状況が変化する時代に同じことをずっと、10

年先までも計画として残っているのかというのが、ちょっと私は疑問に思うわけですよ。

それで、そこのにきはやはり確実に実行できるやつはきちっと明記していく、美辞麗句を

並べるじゃなくて、やっぱりそういったものは目標としてやっていくんだという実効的なも

のを入れていかんと、ちょっと長過ぎるという感もございます。

これは法整備で、各自治体も必ず総合計画をせにゃいかんという法律ももうなくなってい

るでしょう。だからそういったものを考えてほしいんですけれども、第５次総合計画に向け

てどのようなことをやっていきたいと思っておられるのか、ちょっと伺います。

○市長（三田村統之君）

様々な御質問をいただいております。

我々が今、取り組んでいる重要な課題ばかりでございまして、この第５次総合計画、これ

は第４次もそうでございましたが、前期と後期と分かれておりますが、今、おっしゃるよう

に、具体的にこの計画を実現するために計画を策定していく、このことをやはりやらなけれ

ばならない。おっしゃるように、計画は計画で終わってはなりませんので、その点は十分こ

れから環境も随分変わってきますし、また、様々な新規の課題も出てくる可能性が非常に多

いわけですから、そして時代とともに変化もしていく、こういうものにどう対応していくか

というのは、やはり短期のしっかりした計画がなければならないと私も思っておりますので、

しっかり取り組んでいきたいと思っております。

○15番（栗原吉平君）

それでは私の一般質問を終わりたいと思いますけれども、台風９号、10号が相当勢いが増

してきているようでございまして、十分な備えが必要かと思います。皆様用心していただき

ますようお願い申し上げて一般質問を終わります。ありがとうございました。

○議長（角田恵一君）

15番栗原吉平議員の質問を終わります。

午後２時55分まで休憩いたします。
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午後２時45分 休憩

午後２時55分 再開

○議長（角田恵一君）

休憩前に引き続き一般質問を再開いたします。

８番高橋信広議員の質問を許します。

○８番（高橋信広君）

こんにちは。８番高橋信広でございます。傍聴席の方、最後までお付き合いいただきまし

てありがとうございます。一般質問の大トリを務めさせていただきます。お疲れでしょうが、

最後までよろしくお願い申し上げます。

最初に、令和２年７月豪雨災害によってお亡くなりになられました方々へお悔やみ申し上

げますとともに、被災されました皆様にはお見舞い申し上げます。

また、新型コロナウイルス感染拡大の防止に多大な尽力をいただいております医療従事者

の方々をはじめ、関係者の全ての皆様に心より感謝申し上げます。

それでは、通告に従いまして３件、一般質問をいたします。

最初に、新型コロナウイルス感染拡大防止と経済活動の両立について伺います。

新型コロナウイルス感染拡大は日本経済に深刻な影響を及ぼしており、感染防止と経済活

動をいかに両立していくかということは日本全体の重要な課題であります。基本的には国レ

ベルの問題として捉える一方、感染者状況のばらつきから自治体間の両立の在り方には温度

差があるものと考えられます。そこで、当市として、地域性を考慮した感染防止の在り方を

中心にお聞きいたします。

次に、ふるさと納税について伺います。

総務省告示において、昨年６月からさらに踏み込んだ規制が実施されましたが、当市のス

タンスとしては、一部の修正はあったものの、当初からの総務省の意向を遵守して、その枠

内で取り組んでいただいております。

そのような環境の中、昨年は3,300件（231ページで訂正）超えの約６億円の寄附額に上っ

たことについては敬意を表するところでございます。ただ、まだまだ伸び代がある事業であ

り、これを機にさらなる取組を強化、実践していただき、次の高みを期待しているところで

す。

そこで、昨年までの実績、課題とともに、今後の具体的な取組についてお聞きいたします。

最後に、都市計画マスタープラン及び立地適正化計画について伺います。

都市計画マスタープランと立地適正化計画は平成30年度から３年かけて策定され、今年度

が最終年度となります。この２つの計画は、将来都市像を具体化し、将来のまちの姿を示す

計画になるものと大いに期待しているところであります。
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そこで、両計画がどのようなスケジュールで、どのような方法で進めていかれるのかにつ

いてお聞きいたします。

以上３点について、執行部におかれましては明確な回答をいただきますようよろしくお願

い申し上げます。

これより質問席に着いて順次お聞きいたします。

○市長（三田村統之君）

８番高橋信広議員の一般質問にお答えをいたします。

新型コロナウイルス感染症拡大防止と経済活動の両立についてでございます。

まず、感染拡大防止と経済活動の両立という重要課題についてどのようなスタンスで取り

組むのかというお尋ねでございます。

感染拡大防止対策については、県からの指示の下、積極的に進めております。感染拡大防

止対策を図りながら、経済活動を活性化させていくために、国や県の支援を積極的に活用し、

市においても独自の支援策を実施しており、今後も必要な支援を行っていきたいと考えてお

ります。

次に、より積極的な経済活動を行うためには、何よりも感染不安の払拭であり、医療体制

の充実を図るとともに市独自の検査体制を構築する必要があるのではという御質問でござい

ます。

医療体制の充実については、医療提供体制が逼迫する事態が生じることのないよう、県が

医療機関に対して受入れ病床の準備や拡張などを要請し、また民間の宿泊療養施設の確保を

行っているところです。

新型コロナウイルス感染症を診断するためのＰＣＲ検査等につきましては、保健所や医師

が必要と判断した場合以外の検査体制については、八女筑後医師会において地域外来・検査

センターを運営されています。

また、公立八女総合病院において、短時間に検査結果が判明する検査機器の導入を現在検

討されております。

このような中、国や県でも検査体制整備の支援が検討されており、市としても市民の不安

を払拭するために、今後必要な支援を行っていきたいと考えております。

次に、接触確認アプリに対する評価をどのように捉え、市民への周知や普及拡大をどのよ

うに考えているのかという御質問でございます。

接触確認アプリにつきましては、厚生労働省が国民に登録を勧めているものであります。

このアプリの登録者数が増えていけば、非常に有効な感染拡大防止のツールになると考えて

おりますので、広報やホームページを通じて周知し、普及につなげていきたいと考えており

ます。
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次に、ふるさと納税についてでございます。

令和元年度実績に対する自己評価及び課題をどのように捉えているのかというお尋ねでご

ざいます。

令和元年度のふるさと納税による寄附金の総額は約598,000千円で、前年度より約450,000

千円の増となっております。

昨年度は、寄附者への返礼品の充実やポータルサイトの追加、また、ＳＮＳによる情報発

信などを展開したことにより、寄附金額の増額につながったものと考えております。

今後も引き続き、国のふるさと納税制度の趣旨に沿った運用を行い、八女ファンを増やし、

本市の財源確保に努めてまいります。

次に、今年度の計画並びに具体的方策についてのお尋ねでございます。

今年度の新たな取組としては、ふるさと納税の使い道に新型コロナウイルス感染症対策事

業を追加し、感染症対策に係る本市の独自の取組に対する財源として活用するため、市内外

から広く寄附を募っております。

また、令和２年７月豪雨について、昨年同様ふるさと納税を用いて災害支援ができるよう、

ポータルサイトに専用のフォームを開設し、広く支援を募っております。

次に、ガバメントクラウドファンディング（ＧＣＦ）の令和元年度の実績及び今後はどの

ような考え方で取り組むのかという御質問でございます。

本市では、ふるさと納税制度を活用して行うクラウドファンディング、いわゆるガバメン

トクラウドファンディングを立ち上げ、一定の要件を満たすＮＰＯ法人の活動を支援するた

め、市内外からの寄附を募り、令和元年度は４つのＮＰＯ法人のプロジェクトに対し約9,000

千円の寄附を募ることができました。

今後も引き続き、この制度を活用して市内のＮＰＯ法人が行う非営利活動の支援を行って

まいります。

次に、都市計画マスタープラン及び立地適正化計画についてでございます。

まず、アンケート結果を分析した中で、どのような課題・問題点、あるいは要望が示され

たのかという御質問でございます。

アンケートは、市内居住者から無作為に2,500人を抽出して実施しております。結果の概

要としては、課題や改善を求める意見として、日常の買物や公共交通機関を不便に感じてお

り、利便性向上を求める意見が多く、ほかにも災害のおそれがないか不安といった意見が多

くありました。詳細につきましては、掲載しているアンケート結果取りまとめのとおりでご

ざいます。

このアンケート結果での回答や意見を踏まえて、立地適正化計画における居住誘導先の方

針へ反映していきます。
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次に、両計画の進捗状況と策定までのスケジュールはというお尋ねでございます。

計画策定は、令和３年３月末を予定しております。しかしながら、近年の頻発する災害を

受け、立地適正化計画においては、この秋予定の法改正に伴い、防災に関わる具体的方針の

検討が求められることが予想されております。また、第５次八女市総合計画の計画策定時期

も見据えながら、策定スケジュールの見直しも検討しております。今後、市民説明会やパブ

リックコメントを実施し、計画策定を進めてまいります。

最後に、両計画は、公共施設等総合計画の個別施設計画との整合性をどのような方法、手

続で取っていくのかという御質問でございます。

両計画は規制や事業の面から、多様な行政分野に関連する計画であるため、計画策定に向

けて、庁内関係課によるワーキング会議を実施し、各課関連計画との整合性を図りながら進

めております。また、策定後も考え方を共有し、取組を進めていく予定にしております。

以上、御答弁申し上げます。

○８番（高橋信広君）

議長すみません、発言の訂正は今でもよろしいですか。

○議長（角田恵一君）

許可します。

○８番（高橋信広君）続

冒頭に、先ほどふるさと納税の件数について、たしか3,300件超えということで申し上げ

たと思いますが、３万3,000件（228ページを訂正）超えでございますので、訂正させていた

だきます。よろしくお願いします。

それでは最初に、コロナウイルスの関係、いわゆる経済活動との両立ということなんです

が、これについては本当に難しい。大きな要因というのは１つですよね。予防対策というと

ころは、ワクチンがない、それから治療薬がない、これに尽きるわけですけど、そのために、

私の個人的な気持ち、あるいは皆さんのお気持ちとかを考えますと、なぜ経済活動、しっか

りとした前の動きができないかということは、やっぱり安心感というか、予防であったり、

感染──皆さんにうつしたり、うつったりという、この不安をどうやったら払拭できるか、

最終的にはそこかなと思っているんですね。

そういう意味では、ようやく国のほうも動き出して、検査体制を強化しようということも

今盛んに言っておられますが、片一方では、やっぱり独自の施策が必要じゃないかというこ

とで、各地域も、東京の世田谷区をはじめ、いろんなところがやってまいりました。そうい

う意味で、その観点で今日、少しその両立についてお話しいただければと思っております。

最初に、今私はそう申し上げましたけど、両立についてネックになる部分、障がいになる

というところはどうお考えなのか、そこからお聞きします。
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○健康推進課長（坂田智子君）

お答えいたします。

やはり両立できない理由としましては、議員がおっしゃられるように、不安感というとこ

ろが一番多いかと思います。１つは、議員もおっしゃられたように、国も推奨しています検

査体制の充実ということはあるかと思います。それと、やはりどうしても正しい知識、市民

の中、不安ばかり当然あられると思います。私たちのほうにもそういった問合せは非常に多

くあっておりますので、きちっとした知識、コロナウイルスの状況等をしっかりお伝えして

いくことが、まず市としてできることじゃないかなと思っております。

以上です。

○８番（高橋信広君）

そのとおりだと思いますし、１つは、正確な情報というのが全員に伝わらないというか、

持っている情報がばらばらというところが一つの要因かと私も思いますし、こういうときに

本当にマスクが必要なのかというところも逆に思ったりもしますし、３密を避けて、それか

ら、しっかりとした対策を取れば、感染者がもしおられてもうつらないということはあるん

ですけど、100％じゃないという厄介な部分があるということだと思うんですね。

次のところに行きますけど、県独自の検査体制については、昨日、高山議員のほうでかな

りの質問をしていただいているので、ダブらないようにはしたいと思います。

そこで、まず最初に、コロナ感染について、患者の受入れというところについては、今の

ところ私が理解しておるところでは公立病院と思っていますけど、それ以外とか、そういう

ことも含めて八女市の体制としてはどうなっているか、ここについてお聞きします。

○健康推進課長（坂田智子君）

コロナ感染者の受入れ態勢ということでございますが、感染症につきましては県のほうが

全て、この方はここにということで割り振りをされますので、八女市の方が公立病院だけと

いうことはもちろんございません。県のほうからの指示によってされると思いますので、市

のほうにはどなたがどこに行かれるということはもちろん知らされることはございませんが、

八女市内での医療機関としては、今現在、公立八女総合病院が受入れをされているというこ

とを聞いております。

○８番（高橋信広君）

承知しました。あくまでも施設としては公立八女総合病院しかないということで理解して

おきます。

それから、先ほど市長答弁の中に、医療機関に対しての受入れ病床の準備や拡張等を要請

し、それからもう一つは、民間の宿泊療養施設の確保を行っていると。ここについて、少し

具体的なところをお話しいただければありがたいですが、よろしくお願いします。
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○健康推進課長（坂田智子君）

まず感染症については、本来は感染の指定病床での受入れということになっておりますが、

新型コロナウイルスの発生が非常に増えてきたことを受けて、一般の病院等でも受入れが始

まっておりますし、無症状、軽症の方の受入れということで、ホテルを借り上げての宿泊療

養施設も県のほうで準備をされて、こちらについても県のほうでそれぞれ、どの方がどちら

に入院するとか、施設での療養をされるという割り振りをされております。

こちらについても、市長答弁にありましたように、医療体制が逼迫することがないように、

確保を拡大していくということで、病院、また、ホテルの借り上げを今進められて、実際に

そこで多くの方が療養されているという状況でございます。

○８番（高橋信広君）

ということは、今のところは県のほうで行っているということでいいと思いますが、これ

については八女市がどこか医療体制、あるいは宿泊施設、何か確保の中に入っているという

ことについてはどうでしょうか。

○健康推進課長（坂田智子君）

感染症については県のほうで行っていきますので、もし何らかの協力要請等あればという

ことですが、何度かこちらからも県のほうにいろいろお尋ねしてみましたけれども、県のほ

うでしっかりやっていく、それから、いろんな宿泊施設については条件等もございます。あ

る程度の希望があるところ、それから、それぞれ感染者と、医療従事者とか、そちらを実際

される職員さんとの接触がないような造りとかございますので、それに合致したところを県

のほうが段取りをされて利用されているというところです。

○８番（高橋信広君）

次に、検査機器のことなんですが、昨日のお話では、10月末に導入して12月から検査がで

きるようにしたいということでした。

この機器について、今、日本でもかなり新しい機器が出されて、例えば、６検体をやる、

大きなものは多分24検体ぐらいできると思っていますが、どういう機器なのか、分かる範囲

でお答えいただければと思います。

○健康推進課長（坂田智子君）

今、公立病院で導入される予定ということでございますが、おっしゃられたようにＰＣＲ

検査機器ということで聞いております。三、四時間ぐらいで24検体の結果が出て、１サイク

ルできる見込みということで、１日に２サイクルできれば50検体の検査が可能という機器の

導入を今検討されていると聞いております。

○８番（高橋信広君）

この活用の仕方なんですが、例えば、国のほうが考えている──国のほうは多分感染拡大
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地域だけだと思うんですけど、医療関係、それから高齢者施設、そういうところの従事者、

あるいは施設入居者、そういう方々に無償で定期的にやるということがたしか国のほうでは

発表があったんですが、この考えを八女市は導入するのか、このあたりの使い方と、それか

ら、費用面をどうされるかということを併せてお聞きいたします。

○健康推進課長（坂田智子君）

先週、８月28日に国のほうで新型コロナウイルス感染症対策本部会議がありまして、そち

らで検査体制の抜本的な拡充ということがあっております。

その一文で、ちょっと昨日も申しましたが、市町村で一定の高齢者等の希望により検査を

行う場合、国の支援を行うという表記がございましたので、この内容、どういった国の補助

があるのか、どういったやり方をされるのかが、ちょっと私も調べていましたが、全く見つ

けることができませんでした。

こちらが議員おっしゃられるように、一部の地域なのかどうかということも確かに問題に

なると思いますが、もし使えるならば、当然、国の支援を受けて該当される方、それと、あ

とはやはり医療機関とか医師会と協議を行いながら、あまり受ける範囲を拡大し過ぎると、

実際に受けていただきたい方が受けられない状況になることは避けないといけないと思いま

す。どういった方を優先的に行うのか、それから、費用面のこともございますので、そこは

十分国の制度を見極めながら、市としてまた予算等もお願いする場合はお願いしていくこと

になるかと思います。

○８番（高橋信広君）

ただ、国の話というのは、安倍総理の辞任のちょうど手前に発表があったのが最初だった

と思いますが、この導入については、その前から八女市のほうとしては考えられたと思うん

ですね。そのときに、どういう使い方をするということについては、現状想定されているの

はどういうことなんでしょうか。

○健康推進課長（坂田智子君）

繰り返しになりますが、やはり医療機関としては、公立八女総合病院が一番八女市には大

きいところになると思いますし、その他、医師会等とも話しながらということになりますが、

やはり優先的には高齢者、それから、重症化になりやすい基礎疾患のある方とか、やはり今、

医療現場の方、介護施設等、どういった対象者にしていくかはまだ具体的には決めておりま

せんが、そこを十分検討しながら、もし制度化してということになれば、考えていきたいと

考えております。

○８番（高橋信広君）

分かりました。

それから、これも昨日ありましたが、インフルエンザとの兼ね合いです。聞くところによ
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りますと、インフルエンザとコロナの症状が非常に近いということで、インフルエンザを優

先して、特に高齢者のほうに優先することで、できるだけ混乱を招かないようにという施策、

そういう意味では、福岡市や北九州市がいち早く手を打っていますが、八女市としては、私

も実は知らなかったんですけど、昨日の話では65歳以上は補助金が1,500円あって、私自身

は１回も受けたことがないので分からなかったんですけど、これについては1,500円の補助

はされているんですよね。

ただ、ちょっと気になるのは、今年は非常に多くなると思われるんですね。そういう混乱

を避けるための施策は何か考えておられるのか、これについてお答えいただけますか。

○健康推進課長（坂田智子君）

混乱を避ける施策としましては、まず、接種期間を幅広く、開始時期を例年でしたら10月

15日に行っているものは10月１日から、そして、終了期間を12月31日までを１月31日という

形で、１か月半ほど幅広くすることで混乱を避けていくということを考えております。でき

るだけインフルエンザの予防接種の必要性等を訴えて、広報等でも早めに周知をしていきた

いと考えております。

○８番（高橋信広君）

医療機関も複数ありますので、人口からしたらそう混乱はないのかなと思うものの、やっ

ぱり集中したときに、それと密になったり、今度は医療機関自体がある程度制約しながらや

られると思いますので、そのあたりは密を避けながらの対応というか、高齢者を優先するよ

うな施策というのは、ぜひ検討していただければと思います。これは要望として言っておき

ます。

検査体制については、新たな検査機器については期待しておりますので、よろしくお願い

しておきます。

それから、接触アプリについては前向きな回答をいただいておりますが、これについて自

治体としては、最近では福岡市がこれを増やすための特典をつけながら増やしていこうとい

うことで、18歳以下、高齢者対象ということで、アプリを登録した人に先ほどのインフルエ

ンザ予防接種を１千円でというやり方なんですけど、大きな目的はアプリの登録者を増やし

ていこうということだと思います。基本的には60％ぐらいないとなかなか効果は見えないと

いうものの、たしか日本大学の理工学部が検証した結果では、低くても一定の効果はあると

いうデータも出ておりますので、これはアプリを取るのは無償だし、それから、個人情報に

全くつながらないという利点がございますので、ぜひ広めていただきたいんですけど、広め

る方策というのは何かお考えはありますか。

○健康推進課長（坂田智子君）

アプリを普及するための方法ですけれども、今、既に八女市のホームページのほうにも載
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せております。ただ、ちょっと広報のほうが十分まだできておりませんでしたので、近いう

ちに市の広報でもお知らせをしていきたいと思っております。

また、国、県のほうから示されているいろいろなイベントを行うときの注意点としまして、

開催前に参加者にこのアプリのインストールを呼びかけるという項目がございます。それで、

市としましてもいろんな市で──なかなか今は行事等も行えない状況ではございますが、い

ろんな方が出席されるような行事のときには、ＱＲコード等をお示しして、すぐにでもダウ

ンロードできるような環境を整えたり、可能であればいろんな公共施設とか、いろんな人が

集まる施設にもそういった呼びかけをして、すぐにでもダウンロードできるという環境も整

えていきたいと思っております。

以上です。

○８番（高橋信広君）

これは福岡市と違って非常に利点があるのは、逆に人口が少ないということからいけば、

スマホを持ってどのぐらいの──80％として４万人ぐらいですかね。もっとあるかもしれま

せんけど、そういう方々がアプリを入れるだけ。私も入れていますけど、まずあり得ないと

思いつつも、入れているだけでほっとするところは実はあるんですね。そういう意味でもこ

れは効果があると思いますし、それからもう一つ、もし通知を受けた場合は公費でＰＣＲ検

査を基本的には──症状がないときは受けられないかもしれません。これは受けられると聞

いておるが、これについてはいかがですか。

○健康推進課長（坂田智子君）

費用につきましては、議員おっしゃられるとおり、いろんなケースによって違ってきます

が、本人さんが症状がある、症状がない、また、症状がない人についても濃厚接触者が近く

にいる、いない、それと全く何もないというケースもございます。

よく報道でもあっておりますが、なかなか検査が受けられなかったという今までの事例も

ありますので、国のほうも積極的に受け入れるように、それぞれ都道府県と保健所等にも周

知をされてありますので、そういった検査体制、それから、必要に応じては無料でというこ

ともありますので、そこをぜひ、このアプリを活用してスムーズな検査につながるようにと

いうことで理解をしております。

○８番（高橋信広君）

これはちょっと部長にお聞きしますけど、接触アプリの登録者を増やすための一つの施策

として、福岡市のほうはそういうことでインフルエンザということでしたけど、八女市でひ

とつ健康ポイントを、できたら600ポイントぐらいで、多分、今健康ポイントの意識という

のが非常に、こういう時期ですから、それから、参加するものがないんですね。そういう意

味では、特定健診、がん検診、あと何があるのかなという時期なんですね。ぜひこれを入れ
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てはどうかと思うんですけど、いかがでしょうか。

○健康福祉部長（松尾一秋君）

お答えいたします。

健康ポイント事業については、様々なイベントが中止、延期になっている中で、なかなか

ためにくい状態になっているというのは一つありますので、これから先も健康診断とか受け

ていただきたいので、何か増やせるものはないかという話の中で、担当課と係とちょうどそ

の話はやっております。ぜひそういったことも含めて、啓発につながっていきますので、き

ちんと議論をして実現に向けて前向きに検討していきたいと思っています。

以上です。

○８番（高橋信広君）

健康ポイントのほうも非常に気になっておりますし、これはいい機会と思いますので、前

向きに検討いただいて実行いただければありがたいと思います。

それで、最後にちょっと市長にこの件でお聞きしたいんですが、今感染防止のことばっか

り言っているんですが、本当の意味では、経済活動をもっと回せないかというのが裏には

あって、今行政としては立場上、積極的にできないことはよく分かっているんですが、もう

少し、例えば、イベントについても中止、中止、中止じゃなくて、まず、できないかという

前提を持って、３密を避けながらこの事業はやれるんじゃないかというのも僕はあるような

気がするので、そういうことで少しでも動けるような考えもぼちぼち持っていただいたらあ

りがたいなと思うんですが、この両立についてどうお考えか、市長の見解をお聞きします。

○市長（三田村統之君）

お答えいたします。

非常にこれは難しい問題でございまして、国も経済対策とコロナ感染症対策、非常に対策

が重要な課題になっているわけでして、私どもの地方もやはりかなり経済的な影響を受けて

いる企業というのはたくさんございます。

それと、今、議員おっしゃったように、イベントの関係は御承知のとおり、かなり中止が

多い。私どもの気持ちとしては、できれば何とか縮小してでも、あるいはまた時期を考えて

もらうとか、そういう気持ちを行政側は持っているんですが、地元の皆さん方がコロナ感染

症に対して非常に危機感を持っていただいておりますので、なかなかその点で、私どもも経

済の対策はしなきゃいかん、しかしながら、イベントはやってほしいという気持ちは十分あ

るんですが、なかなか地元との協議、あるいは主催団体との協議、こういうものが簡単には

いかない。しかし、地域の皆さん方のそういう危機感というのは、やっぱり我々としては尊

重しなきゃいけないと思っております。今後、コロナの感染症の動向がどういう推移をして

いくのか見極めながら、できるものはやっていくように努力をしていきたいと思っておりま
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す。

10月だったですか、歴史資料館のいわいの郷の５周年記念事業も随分いろんな意見があっ

たんですけれども、縮小してやるように決定しました。まさか高崎市（同ページ後段で訂

正）の市長が見えるとは私も思っておりませんでしたけれども、ぜひ来たいと実はおっ

しゃっていただいているもんですから、関西も大変な状況の中で、やはり少し積極的に交流

を重んじ、歴史、文化をお互いに認識しながら、これを生かして地域の活性化に結びつけよ

うという思いが高崎（同ページ後段で訂正）の市長にも非常に強いものがございますので、

私どもとしては、せっかくおいでいただくならば、縮小してでもやらなきゃいかんだろうと

いうことでやる予定にしております。

できるだけ今後、その点については十分検討してまいります。タイミングを見ながら、そ

してまた、これからのコロナ対策、地元の事業者に対する支援はこれで終わったわけではあ

りませんし、続きは何らかの措置を講じていかなきゃならないとは思っています。

○８番（高橋信広君）

この両立は本当に難しい問題ですが、経済界の方々にとってはいろんな支援金より、やっ

ぱり自分たちは稼ぎたいという時期になっていると思いますので、そういうことを踏まえて、

ぜひ市長のリーダーシップをよろしくお願いします。

では、次のふるさと納税のほうに入らせていただきます。

ふるさと納税につきましては、先ほどデータのほうもいろいろいただいています。その中

で、かなり新調した理由というのも、お礼の品の拡充とか３つほど言っていただきました。

どうして伸びたのかというところについて、もう少し具体的な分析されたことをおっしゃっ

ていただけますか。

○議長（角田恵一君）

その前に、市長のほうから発言申出があっておりますので、許可します。

○市長（三田村統之君）

先ほどの答弁の中で、私は高槻（同ページ前段を訂正）と言わなければならないのに、高

崎と申し上げたそうでございます。誠に申し訳ございません。訂正して、おわびさせていた

だきます。

○企画政策課長（馬場浩義君）

ふるさと納税につきましては、先ほど議員のほうから御紹介いただきましたとおり、昨年

度、金額としましては約598,000千円という寄附額をいただいたところでございます。寄附

額が増えた要因につきましては、幾つか分析をしているところでございます。まずは新しい

ポータルサイトを増やしたということです。これは従来、ふるさとチョイスのポータルサイ

トをメインで利用させていただいておりましたが、今回、楽天ふるさと納税を導入させてい
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ただいた、こういったところがございます。

それから、まず返礼品の増加、こちらのほうも昨年度、協力事業者さんの御努力によりま

して大きく伸びているというところもございます。

それから、担当者による季節物の商品であったり、新しく追加になったお知らせとか、そ

ういったものをＳＮＳを利用しまして、定期的というか、随時配信をさせていただいた、こ

ういったものが効果の一つに出てきたのかなと。

それから、これはありましたけれども、令和元年８月の豪雨に対する災害支援寄附の受入

れ、そして、昨年度、新しく始めましたガバメントクラウドファンディングの開始といった

ものが新しく取り入れたもので、こういったものが複合的に効果を発揮したのではないかと

捉えているところです。

最後に、各返礼品協力事業者様がいろんな御努力をしていただいております。パッケージ

であったり、お礼状をその中に入れたりとか、そういったところで大変御努力、御協力をい

ただいておりますので、こういったところもかなり寄附額が伸びた要因になっているんじゃ

ないかと分析をしているところでございます。

以上でございます。

○８番（高橋信広君）

私も中身を見まして、今年の写真撮りとか相当よくなっているとは思っています。これは、

たしか数年前からいろいろ研究していただいていましたので、多分、企画政策課だけではな

く、事業者の方もかなり努力していただいて、こういう撮り方ということでやっていただい

ているのかなと思っています。

それから、今、点数も、相当門戸を開放していただいて、事業者からの申請方式になって

いるんですかね。確認しましたら、現在で691点が入っておりました。

それで、逆に課題として、これから増やす方策として、点数を増やすのが一番なんですが、

片一方で、１件当たりのお礼の品の価格というのが平均20千円弱でずっと推移しているんで

すね。これを上げる施策というところを一つ後ほど聞きたいなということと、それからもう

一つは、定期便、これは全くないということじゃなかったと思いますが、定期便の充実とい

うのもこれからは必要かなと思うんですが、こういうことを含めて単価を──単価という言

い方はよくないです。お礼の品の１件当たりの価格を上げる方策というところは、何かお考

えがあったらお聞かせください。

○企画政策課長（馬場浩義君）

確かに、件数で割りますと１件当たり17千円程度、こういった額が寄附でいただいている

金額となっております。

もう少し見てみますと、実は10千円というきっちりとした金額での寄附、こういったもの
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がやっぱり多いと分析しております。そのほかは30千円であったりとか50千円であったりと、

そういった形になっておりますが、議員おっしゃいましたように、１件当たりの寄附額を伸

ばすのに効果を発揮するのかなと思っているのは、やはりおっしゃいました定期便、例えば、

野菜の定期便であったり、こういったものを──例えば、60千円で計算すると非常に分かり

やすいんですけど、一月10千円になりますので、３千円ぐらいのが６か月、その方にお届け

できるというか、そういったものを少し研究を始めさせていただきたいなということで担当

者とは話をさせていただいているところでございます。

以上でございます。

○８番（高橋信広君）

ぜひそこのところは一つの課題と思っておりますので、そういう中で、平成29年ですかね、

総務省の通知の中でかなりの規制、それは高額品であったり、それから、いわゆる商品のア

イテム、お礼の品の制約、そういうもの。例えば、家具は駄目であるとか、これは駄目、こ

れは駄目というのがかなりあったと思うんですが、最近のホームページを見ますと、これが

かなり破られているというか、また戻りつつあるんですね。高額品というのがたくさんあり

ます。2,000千円、3,000千円のお返しの品としてございます。

そういうことから、具体的に言いますと、八女市に高額なやつが幾つかありましたけど、

今も全然ないわけじゃないですね。その中で、八女市として非常に魅力的な、仏壇のいわゆ

る漆の技術、漆を塗って音をきれいにしたスピーカー、JOGOスピーカーってあるんですけど、

これは１年限りでやめられました。これについて、もう一度再考していただいたらいかがで

しょうか。

○企画政策課長（馬場浩義君）

議員おっしゃいましたように、実はふるさと納税については、返礼品の商品の競争という

状況が数年前まで加熱しておった状況でございます。これを受けて国は昨年度、地方税法の

改正によって指定制度という形で創設をされました。私たちは今年度もこの指定制度に基づ

きまして申出をさせていただきました。法を改正された中で、やっぱり国からは今度は法と

いう中でルールが指定されています。そこは、募集を適正に実施することということと、返

礼品３割以下、そして地場産品の基準に適合することということですので、実は先ほど議員

おっしゃいました平成29年度通知のところは、法的には私が見る限りではうたわれておるの

か、ちょっと確認はできていないところです。

ただ、私たちが県とかと協議をさせていただく中では、平成29年総務大臣通知については

技術的助言ということがありまして、これは生きているということで話をされております。

ですから、他市の状況は私も確認しておりますけれども、恐らく技術的助言という形で何ら

かの御指導というか、そういったものはあっているのではないかと。私たち八女市は守って
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おりますので、そういった形ではあっておりません。

片方で、確かに議員がおっしゃった、八女市には伝統工芸品なり、すばらしい技術を生か

して作られている製品がございます。こういったものは私たちも何とかしたいという気持ち

はあるんですけれども、どうしても先ほどの平成29年度通知にかかってしまうといったとこ

ろもありますので、ちょっとここは、そういった思いは持ちながらも、また検討、協議はさ

せていただきたいと思っているところです。

長くなっておりますけれども、協力事業者さんについては、八女市はこのルールを守って

いるという中で、ほかの協力事業者さん、このルールの中で一生懸命アイデアを出していた

だいておるという状況もございますので、そういったところは私たち八女市としてはこの

ルールを守っていきたいと捉えているところでございます。よろしくお願いいたします。

○８番（高橋信広君）

これについては、なかなかこの場で結論は出ないと分かっていますので、もう一度よく御

検討いただいて、それと今、周りに──具体的な市は言いませんけど、たくさんそういうと

ころが、えっ、何でできるのというのはたくさんございます。それがどういうことでできる

のか、その辺もちょっと研究していただいて、少なくとも先ほど言ったアイテムについては、

今の時代、ほかのものに比べたら全く問題ないようなレベルでございますので、よろしくお

願いしておきます。

それからもう一つ、サイトの見直しをやっていただいていますよね。これは入れていただ

いたのは、ふるぽですかね。昨年、ふるさとチョイスから入れたというのは、ふるぽじゃご

ざいませんか。もう１か所はどこですか。

○企画政策課長（馬場浩義君）

お答えいたします。

ふるさとチョイスに加えまして、楽天ふるさと納税を導入しております。議員おっしゃっ

ていますように、ふるぽというサイトも実はございます。これはＪＴＢが行っているサイト

ですけれども、この３つで行っておりますが、ふるさとチョイスをこれまでメインで活用し

ておったということで、楽天を新しく追加したということでございます。

○８番（高橋信広君）

要は３つのサイトがあるということで、分かりました。

今、サイトも、毎年毎年、人気のサイトも変わってまいりますので、よくこのあたりも、

特に今、楽天を入れていただいているのについては、お礼の品、要は寄附者にとってはポイ

ントがついたりということもあって、非常に有利になっているような気がします。そういう

ことで、どこのサイトが有利かというところもぜひ御検討いただきながら、増やすところは

増やすということで、ふるさと納税につきましては、今年はこういうコロナ時代ですから、
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私は相当増えると思っています。そういう意味では、八女市が少なくとも10億円というのは

突破できると踏んでいますので、ぜひ最低そういう目標は持っていただいて、もしよかった

ら現状８月、あるいは７月の実績があったら教えていただけますか。

○企画政策課長（馬場浩義君）

お答えいたします。

速報値という形になりますけれども、これは確定ではございませんが、８月末で寄附者数

が9,698件、そして、寄附金額が127,118,312円となっております。これは昨年度と比べまし

ても大きく伸ばしており、順調なスタートを切れているのかなと捉えているところでござい

ます。

以上です。

○８番（高橋信広君）

昨年は８月までで34,000千円ですから、約３倍ですね。この勢いでよろしくお願いしたい

と思います。

もう一つ、お礼の品ですけど、この実績をいただいて、ベストテンを３年間出していただ

いた中でこれを見ますと、ほとんど食料品というか、果物、１位があまおう、２位が蜂蜜で

すかね。それから、おせち、あと果物のミカン、キウイとか、次にお茶が来るようですが、

八女市ですから、できればお茶がもっと出るような、お茶の業者さんもたくさん出店という

か、申請していただいていますので、アイテム数も多いんですよね。

この中で、ヒット商品というか、今年はこういうものに力を入れるとか、そういうところ

は何かございますか。

○企画政策課長（馬場浩義君）

ヒット商品はちょっと今私は──実は昨年度、たくさん伸ばされたのが蜂蜜でございます。

これはやはり先ほど申しましたように、パッケージであったりとか、商品の写真をどう美し

く見せるかとか、お礼を入れるとか、そういった努力をされたのがリピートにもつながって

きておるようでございます。それぞれの製品にも大きな魅力を持っておられると思いますの

で、勉強会は今ちょっとできませんけれども、こんなことをされたらどうですかということ

はメールなりさせていただいておりますので、年末にかけてこういったところを、今ある商

品をいかによく見せていけるかというか、ＰＲをしていく、こういったところに努めていき

たいと考えておるところでございます。

以上です。

○８番（高橋信広君）

ヒット商品という言い方はよくなかったかもしれませんけど、やっぱり強いものをもっと

生かすという方法が一番いいのかなと。だから、あまおうというのはいろんな制約があるの
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で、なかなかアイテム数を増やすというのは難しいんでしょうけど、蜂蜜というのはもっと

増やせるのかなと。強いものをもっと強くするというか、選んでいただけるような仕組みも

ぜひ検討していただければと思います。

最後にガバメントクラウドファンディングですけど、昨年４団体ですよね。目標が10,000

千円で、結果的にはトータルで9,500千円ということで、よく集まったなとは感じます。

今年もこれについてはやられると思うんですが、概要というか、今後のスケジュールが

あったらお答えいただけますか。

○企画政策課長（馬場浩義君）

お答えいたします。

ガバメントクラウドファンディングにつきましては、昨年度が４件、この分につきまして

は、昨年度集まった寄附金を今年度ＮＰＯ団体に補助金としてお渡しして、昨年度提案され

た事業を今年度取り組まれております。

これと併せて、またこの６月でＮＰＯ団体、市内に30団体ほどございます。この団体全て

に御通知をさせていただいたところです。併せてホームページでも御紹介をさせていただい

ております。その中で、今年度は伸ばしたかったんですけれども、ちょっと３団体という形

で申請が上がってきております。これから10月、11月、12月にかけて効果的にどんな事業を

していくのかということをこの団体とお話合い、協議をさせていただきながら、またガバメ

ントクラウドファンディングのポータルサイトのほうに上げていきたいと思っているところ

でございます。

以上でございます。

○議長（角田恵一君）

お知らせいたします。本日の会議時間は都合により午後５時まで延長いたします。

○８番（高橋信広君）

ガバメントクラウドファンディングについては、まだ昨年からスタートしたばっかりとい

う中で、非常にいいスタートを切っていただいていますので、ぜひＮＰＯ法人の支援という

ことも含めてよろしくお願いしたいと思います。

最後に、都市計画マスタープランと立地適正化計画について少しお聞きしたいと思います。

この件については、昨年12月にもたしか聞いておりますので、確認ということも含めて少

しお聞きしたいと思います。

まず、ちょっと気になるところで、現在の進捗と、それから、今の予定では当然来年３月

を目指していただいているんでしょうけど、総合計画との絡みで少し見直しの検討というこ

とがありますが、ここについて大体どういうスケールになっていくのか、まずお聞きいたし

ます。
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○建設課長（轟 研作君）

お答えします。

現在の進捗状況ですが、今まで策定委員会、ワーキング会議、それぞれ５回開催いたしま

して、ようやく素案が出来上がっている状況でございます。今年度末を予定して、今、計画

策定に向けてやっておりますが、前回の策定委員会の中で県のほうから都市再生特別措置法

等の改正が行われると。その中で、立地適正化計画内で都市の防災・減災対策について、具

体的な整備内容や整備期間を記載した防災指針を掲載する必要が出てくるという情報をいた

だきました。

まだこの法改正の内容については通達があっておりませんので、中身については今後検討

しますけれども、かなりのボリュームがあるということを伺っておりますし、八女市におき

ましても毎年大きな災害、かなりの災害が出ておりますので、この防災指針については慎重

に、かつ重点を置いて検討しなければならないかなと考えておりますので、そうなりますと、

やっぱり関係機関との調整であったり、いろいろな作業が発生すると考えておりますので、

策定時期を延長することも考えながら、今検討をいたしております。

以上です。

○８番（高橋信広君）

分かりました。

最初に戻りますが、アンケートについては詳しいアンケートを見せていただきましたが、

その中にいろんな御意見があったと思うんですね。集約すると、日常の買物のこと、それか

ら公共交通機関、今お話があったような災害に対する不安というところが大きく３つござい

ました。そういうことを基本的には反映させながらここに盛り込もうという、そのほかも

あったら、もう少し中身について、今の段階でお話しいただける範囲で結構ですので、よろ

しくお願いします。

○建設課長（轟 研作君）

お答えします。

立地適正化計画内で、それぞれアンケートで出された課題については盛り込んでいきたい

と考えておりますけれども、現在、一定の人口密度を維持するエリアや日常生活サービス施

設を維持するエリア、そういうものを公共交通で結ぶコンパクト・プラス・ネットワークの

都市構造の誘導ということで、立地適正化計画にアンケートの課題については盛り込んでい

きたいと考えております。

以上です。

○８番（高橋信広君）

先ほどスケジュールの見直しがあるかもしれないということ、先ほどの市長答弁にもあっ
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たように、素案というのが一応できたということですけど、今後、１つは市民の方々への説

明会とかパブリックコメントを予定しているということですから、いわゆる見直しも含めて

大体どういう今からのスケジュールをお考えなのか、それについてお答えできますか。

○建設課長（轟 研作君）

お答えします。

先ほども申しましたとおり、今月で法改正の内容が示されるということで、来月また策定

委員会、ワーキング会議等を予定しております。当然その状況でまた変わってくるとは思い

ますけれども、策定前には市民説明会、パブリックコメントを開きまして、住民の意見を反

映しながら策定に向けてやっていきたいと考えております。

○８番（高橋信広君）

こういう時期ですが、市民説明会については分散して地域、地域でやるというお考えです

か。

○建設課長（轟 研作君）

お答えします。

そのとおりです。地域ごとに分けて開催したいと考えております。

○８番（高橋信広君）

今がちょうど進行中で、なかなか具体的なことはこの場では今発言ができないということ

は承知しておりますが、最後に、鎌田副市長になるですかね、御担当いただいている副市長

のほうで今お話しいただけるだけで結構ですので、こういう計画になるよと、そういうとこ

ろがあれば、ぜひお示しいただければと思います。よろしくお願いします。

○副市長（鎌田久義君）

お答えいたします。

先ほど課長が申し上げたとおりでございますけれども、住民のアンケートの意見を最優先

で盛り込んでいきますけれども、今、都市計画区域として旧八女市、立花町、黒木町、この

３市町の見直しになっておりますので、ここら辺が、当然、先ほどからも話があっておりま

したけれども、災害の問題とか、買物環境も含めて定住の問題、これはやっぱり定住を一番

の課題として今度の総合計画も考えております。

そういう中で、先ほど栗原議員がおっしゃっておりましたＡＩの問題、これもこの間、調

整する中で、本庁舎も全てにＡＩを入れていこうと。農業問題とか、いろんなＡＩが利用さ

れるような問題も含めて持っていこうということもございまして、総合計画と連携しながら、

都市計画区域が活性化できるように。１つは商業地域ですね、これがなかなかちょっと前の

時代と違いまして、国道が変わったと。そういう中での商業地域の変更とか、延長とか、こ

ういったもろもろも県のほうに話をした経緯がございます。しかしながら、なかなかこれが
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難しい状況下でもございますけれども、何とか少しでも八女市の活性化に向けて持っていこ

うということで、今、コンサル会社とも話しておりますけれども、そういったもろもろも

やっていかないと、中心街は大規模な店舗とかそういったものがなかなか誘致できない、そ

ういったものもございます。これはやっぱり容積率にかかってきます。だから、そういった

総合的な総合計画も含めて、個別計画も含めて、連携しながら持っていきたいと思っており

ます。

以上でございます。

○８番（高橋信広君）

ありがとうございました。都市計画マスタープラン、立地適正化計画、それから併せて総

合計画も今策定されています。そういう意味では、来年以降、八女市民の皆様にとって夢の

ある八女市になるような計画、そして実行していただくように、まずお願いしたいと思いま

すし、それから、コロナ時代で、先ほども言いました都市からの移住・定住というのが非常

に増えていきますので、そういう中で総合計画にはしっかりと盛り込まれているということ

で安心しましたし、ぜひここで八女市にとって、ある意味フォローの風も吹いていると思い

ますので、これを機にさらに発展するようにお願い申し上げまして、私の一般質問とします。

ありがとうございました。

○議長（角田恵一君）

８番高橋信広議員の質問を終わります。

以上で一般質問を終わります。

以上をもって本日の日程は全部終了いたしました。

会期日程に従い、明日３日から議案審議を行います。

本日はこれにて散会いたします。お疲れさまでした。

午後４時６分 散会


